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第１章 計画の策定にあたって 
 
第１節 計画の趣旨 
我が国の 65 歳以上の人口は、令和 5 年 4 月 1 日現在 3,619 万人で、総人口に占め

る割合（高齢化率）は 29.1%となり、4 人に 1 人以上が 65 歳以上の高齢者という本格

的な超高齢社会となっています。 

また、本市の高齢化率は、令和 5 年 9 月 30 日現在 34.1％となっており、既に減少

に転じている生産年齢人口の減少が加速する中、団塊ジュニア世代が 65 歳以上とな

る令和 22 年（2040 年）頃には高齢化率が 4 割を超えると見込んでいます。さらに、

医療・介護の複合的ニーズを有する慢性疾患等の高齢者が増加しており、医療・介護

の連携の必要性が高まってきています。 

介護が必要な状態になっても安心で安全な生活ができるよう、介護を社会全体で支

えることを目的とした介護保険制度は平成 12 年度にスタートして 24 年目を迎え、介

護が必要な高齢者の生活を支える重要な制度として定着しています。 

一方で、介護が必要な高齢者が増加するとともに、高齢者世帯や単独世帯の増加も

見込まれます。さらに、85 歳以上人口の増加に伴い、認知症や認知機能が低下した高

齢者の増加が見込まれる中で、地域で生活する高齢者等の意思決定支援や権利擁護の

重要性が高まっています。今後も生産年齢人口の急減に直面することを踏まえ、地域

の高齢者介護を支える人的基盤の確保、介護現場における生産性の向上推進等が重要

となります。 

介護保険制度の持続可能性を確保しながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で

その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるようにするためには、

限りある社会資源を効率的かつ効果的に活用していくことが必要となります。これま

でも「地域包括ケアシステム」の深化・推進の取組を進めてきましたが、今後は医療

と介護の連携強化や、医療・介護の情報基盤の一体的な整備による、地域包括ケアシ

ステムの一層の推進や地域づくり等に一体的に取り組むことで、地域共生社会の実現

を図っていくことが求められています。 

本市においても、さらなる地域共生社会の実現に向けて、高齢者保健福祉ならびに

介護保険事業の方向性を示すとともに、介護保険事業の安定的な運営をめざし、令和

6 年度から令和 8 年度までの 3 年間の施策の考え方および目標を定める「北広島市高

齢者保健福祉計画・第 9期介護保険事業計画」を策定します。 
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第２節 計画の概要 
 
１ 計画の位置づけ 

この計画は、老人福祉法第 20 条の 8の規定に基づく「老人福祉計画」として定める

高齢者保健福祉計画と、介護保険法第 117 条の規定に基づく計画として、国の基本指

針に即して定める介護保険事業計画の 2 つの計画を一体的に作成し、「第 9 期北海道

高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」「北広島市総合計画（第 6次）」（令和 3

年度～令和 12 年度）および「北広島市地域福祉計画」を上位計画とする高齢者福祉分

野の個別計画として策定するとともに、「北広島市障がい支援計画」「北広島市健康づ

くり計画」ならびに北広島市社会福祉協議会が策定する「地域福祉実践計画」などと

も連携および整合性を図りながら、高齢化社会に対応した高齢者施策を総合的に推進

するための基本的な計画です。 
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２ 法令等の根拠 

高齢者保健福祉計画は、「老人福祉計画」として老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基

づき定めるものです。 

介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条の規定に基づき、国の基本指針に即して

計画として定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

この計画は、令和 6年度から令和 8年度までの 3年間とします。 

  
令和 

５年度 
(2023) 

令和 
６年度 
(2024) 

令和 
７年度 
(2025) 

令和 
８年度 
(2026) 

令和 
9 年度 
(2027) 

令和 
10 年度 
(2028) 

令和 
11 年度 
(2029) 

～ 
令和 

22 年度 
(2040) 

 
 

       

団塊   
ジュニア  
世代が  
65 歳に 

達する時期 

  

団塊の  
世代が  
75 歳に 

達する時期 

 

  

  

  

老人福祉法 
第 20 条の 8 

市町村は、老人居宅生活支援事業および老人福祉施設による事業
(以下「老人福祉事業」という。）の提供体制の確保に関する計画
(以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

介護保険法 
第 117 条 
第 1 項 

市町村は、基本指針に即して、3 年を 1 期とする当該市町村が行
う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画(以下
「市町村介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。 

第 8 期 
計 画 

見直し 
期 間 第 9 期計画（本計画）

第 10 期計画見直し 
期 間 
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４ 本計画策定に向けた視点 

第 9 期介護保険事業計画では、十分な介護保険サービスの確保を前提に、高齢者が

可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことが

できるよう、医療、介護、予防、住まいおよび自立した日常生活の支援が包括的に確

保される「地域包括ケアシステム」を深化・推進していくとともに、2040 年度の介護

需要、医療と介護の連携の必要性、サービスの種類ごとの量の見込みやそのために必

要な保険料水準を推計し、持続可能な介護保険制度を維持していくことを基本方針と

します。 

また、地域共生社会実現のための社会福祉法などの一部を改正する法律により、2040

年を見据えて、また地域共生社会の実現をめざして、地域住民の複雑化・複合化した

支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の促進、地域の特性に応じた

認知症施策や介護サービス提供体制の整備などの促進、介護人材確保および業務効率

化の取組の強化など社会福祉法に基づく社会福祉基盤の整備と介護保険制度の一体的

な見直しが行われたところであり、今後は包括的な支援体制の構築などの社会福祉基

盤の整備とあわせて医療と介護の連携強化や医療・介護の情報基盤の一体的な整備に

よる地域包括ケアシステムの推進や地域づくりなどに一体的に取り組むことで地域共

生社会の実現を図っていくことが必要となります。加えて、介護離職の防止等、家族

介護者の支援の充実のために、地域の実情に合わせた支援の強化も重要となります。 

これらの視点を踏まえ、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた高齢者保健福

祉計画・第 9期介護保険事業計画を策定します。 

また、本市では、「北広島市総合計画（第 6次）（令和 3 年度～令和 12 年度）」にお

いて、施策に対しＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標））

の取組みを示すことで、市民をはじめ多様な主体と連携・協働しながら、総合計画を

推進しています。本計画においてもこの理念を取り入れ、政策目標を共有しつつ、多

様な主体と連携・協働し、計画を推進します。 
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2001年に策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、2015年

9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に

て記載された2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17

のゴール（目標）と169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さ

ない（leave no one behind）」と誓っています。ＳＤＧｓは発展途上国のみな

らず、先進国が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても

積極的に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 計画の策定体制 
計画の策定にあたっては、広く市民・専門家などの意見を反映させるため、福祉関

係者、保健医療関係者、学識経験者、一般公募の市民などにより構成される「北広島

市保健福祉計画検討委員会」を設置し、高齢福祉部会で計画の見直しを進めてきまし

た。 

「北広島市保健福祉計画検討委員会」での協議内容は市民に公開するとともに、会

議録の閲覧を可能にし、計画案についてパブリックコメントで市民からの意見を募り

ました。 

また、本市の高齢者を取り巻く現状や意向などを把握するため、令和 4 年 11 月に

65 歳以上の高齢者の方（要介護 1～5の認定者を除く）3,000 人を対象に「介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査」、令和 5 年 6 月に要支援・要介護認定者 1,000 人を対象に

「在宅介護実態調査」を行ったほか、令和 5 年 7 月に介護事業者の意向や実態を把握

するため、「施設整備等意向調査」、「サービス提供事業者調査」を行い、計画策定の基

礎資料としました。  

ＳＤＧｓ（エス・ディ・ジーズ／持続可能な開発目標）とは 
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第４節 日常生活圏域の設定 
計画の策定にあたり、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、

人口、交通事情、その他の社会的条件および介護給付などの対象サービスを提供する

ための施策の整備状況、その他の条件を総合的に勘案して日常生活圏域を設定してい

ます。 

 

図表 1-4-1 日常生活圏域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-4-2 日常生活圏域 

 

東部地区 中の沢・北の里・共栄・共栄町・東共栄・美咲き野・中央・朝日町・稲穂町西・ 
稲穂町東・新富町東・新富町西・美沢・東の里・富ヶ岡・南の里・Ｆビレッジ 

西の里地区 西の里・虹ヶ丘・西の里北・西の里東・西の里南 

西地区 
希望ヶ丘・輪厚・輪厚中央・輪厚元町・輪厚工業団地・島松・三島・仁別・大曲・
大曲中央・大曲末広・大曲柏葉・大曲工業団地・大曲南ヶ丘・大曲緑ヶ丘・大曲
光・大曲幸町・大曲並木 

北広島団地 A 地区 栄町・広葉町・北進町・輝美町・青葉町・若葉町・南町・白樺町 

北広島団地 B 地区 松葉町・泉町・高台町・里見町・山手町・緑陽町 
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第２章 高齢者の現状 
 
第１節 高齢者の人口動向と将来推計 

 
１ 人口の推移と将来推計 

令和 5年 9月 30 日現在の住民基本台帳による本市の総人口は 56,950 人となってい

ます。 

このうち、65 歳以上の高齢者人口は 19,398 人で、総人口の 34.1%を占めています。

令和 3 年度から令和 5年度にかけて、高齢化率は 0.8 ポイント高くなり、高齢化がよ

り進んでいます。 

また、令和 6 年度以降の人口推計においては、第 9 期計画期間中の令和 7 年度には

団塊の世代が 75 歳に到達することに伴い、介護保険の利用率が高くなる後期高齢者

が今後さらに増加すると見込んでいます。さらに、令和 22 年度（2040 年度）には団

塊ジュニアの世代が 65 歳に到達することに伴い、高齢者が 20,000 人を超えるものと

見込んでいます。 

図表 2-1-1 人口の推移と将来推計（年齢群別） 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

総人口 57,850 57,483 56,950 56,781 56,362 55,913 46,222 

 40 歳未満 18,572 18,297 17,887 17,713 17,331 16,953 13,025 

 40～64 歳 20,021 19,844 19,665 19,571 19,388 19,190 14,324 

 65 歳以上 19,257 19,342 19,398 19,497 19,643 19,770 20,074 

  高齢化率 33.3% 33.6% 34.1% 34.3% 34.9% 35.4% 43.4% 

  
前期高齢者 
（65～74 歳） 

10,003 9,624 9,218 8,945 8,540 8,257 8,308 

   前期高齢者比率 17.3% 16.7% 16.2% 15.8% 15.2% 14.8% 18.0% 

  
後期高齢者 
（75 歳以上） 

9,254 9,718 10,180 10,552 11,103 11,513 11,766 

   後期高齢者比率 16.0% 16.9% 17.9% 18.6% 19.7% 20.6% 25.5% 

（注 1） R3～R5 年度は 9 月末時点（住民基本台帳） 

（注 2） R6 年度以降は住民基本台帳人口に基づいたコーホート変化率法をもとに推計 
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図表 2-1-2 人口の推移と将来推計（年齢群別） 

 

 

 

図表 2-1-3 被保険者数の実績と将来推計（年齢群別） 

 

 

 

  

18,572 18,297 17,887 17,713 17,331 16,953 13,025

20,021 19,844 19,665 19,571 19,388 19,190
14,324

19,257 19,342 19,398 19,497 19,643 19,770

20,074

57,850 57,483 56,950 56,781 56,362 55,913

46,222

33.3% 33.6% 34.1% 34.3% 34.9% 35.4%

43.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 … R22年度

（人）

40歳未満 40～64歳 65歳以上 高齢化率

4,051 3,962 3,877 3,815 4,481

5,127 4,925 4,563 4,310 3,836

4,120 4,255 4,584 4,834 3,302

2,936 3,083 3,121 3,102
2,986

1,869 1,842 1,946 1,984
2,785

1,225 1,303 1,321 1,409 2,707
19,328 19,370 19,412 19,454 20,097

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 … 令和22年

（人）

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上
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第２節 要介護高齢者の状況と将来推計 
 
１ 人口・要介護認定者等 

 

図表 2-2-1 人口・要介護認定者等 

（単位：人） 

 圏域名等  
 区別 

東部地区 
西の里 
地区 

西地区 
北広島 
団地 

A 地区 

北広島 
団地 

B 地区 

住所地 
特例 

（注 2） 
計 

人口 15,612 6,604 20,413 7,311 7,010 - 56,950 

 65 歳以上 4,933 1,961 5,635 3,305 3,564 - 19,398 

  高齢化率 31.6％ 29.7% 27.6% 45.2% 50.8% - 34.1％ 

  
前期高齢者 
（65～74 歳） 

2,478 870 3,050 1,344 1,476 - 9,218 

   前期高齢者比率 15.9％ 13.2% 14.9% 18.4% 21.1% - 16.2％ 

  
後期高齢者 
（75 歳以上） 

2,455 1,091 2,585 1,961 2,088 - 10,180 

   後期高齢者比率 15.7％ 16.5% 12.7% 26.8% 29.8% - 17.9％ 

要介護認定者数 880 426 919 593 651 171 3,640 

 要支援１ 175 98 177 137 151 26 764 

 要支援２ 139 63 139 98 103 10 552 

 要介護１ 170 85 208 140 141 48 792 

 要介護２ 125 61 158 75 96 32 547 

 要介護３ 118 45 90 69 62 21 405 

 要介護４ 94 36 85 47 58 23 343 

 要介護５ 59 38 62 27 40 11 237 

（注 1） 令和 5 年 9 月 30 日現在の値 

（注 2） 住所地特例とは、北広島市の被保険者が市外の介護保険施設などに入所（転出）しても、引き

続き北広島市の被保険者となる制度です。 

 

 

  



第２章 高齢者の現状 

10 

２ 要支援・要介護認定者の推移と将来推計 

 

図表 2-2-2 要支援・要介護認定者の推移と将来推計 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

第 1 号被保険者 19,181 19,262 19,328 19,370 19,412 19,454 20,097 

 認定者数 3,526 3,576 3,575 3,667 3,764 3,863 4,965 

  認定割合 18.4% 18.6% 18.5% 18.9％ 19.4% 19.9% 24.7% 

第 2 号被保険者 20,021 19,844 19,665 19,571 19,388 19,190 14,324 

 認定者数 65 65 65 66 66 63 48 

  認定割合 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 

（注 1） 各年度 9 月 30 日現在の値 

（注 2） 第 8 期の値は、厚生労働省「介護保険事業状況報告」の値（実績値） 

（注 3） 第 2 号被保険者は、40 歳以上 64 歳以下の住民基本台帳上の人口を記載しています。住所地

特例対象被保険者は考慮していません。 
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図表 2-2-3 要介護度別の要支援・要介護認定者の推移と将来推計 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

認定者数 3,591 3,641 3,640 3,733 3,830 3,926 5,013 

  要支援 1 774 800 764 803 820 827 970 

  要支援 2 398 478 552 597 637 653 799 

  要介護 1 961 857 792 770 780 802 1,034 

  要介護 2 487 498 547 551 558 571 719 

  要介護 3 421 398 405 405 417 433 602 

  要介護 4 303 358 343 363 372 388 547 

  要介護 5 247 252 237 244 246 252 342 

 認定者数（65 歳以上） 3,526 3,576 3,575 3,667 3,764 3,863 4,965 

  要支援 1 764 794 760 799 816 823 967 

  要支援 2 387 468 540 587 625 642 790 

  要介護 1 950 842 778 752 764 787 1,022 

  要介護 2 476 483 536 539 546 559 711 

  要介護 3 414 391 400 400 412 428 599 

  要介護 4 297 351 333 354 363 379 540 

  要介護 5 238 247 228 236 238 245 336 

 認定者数（40～64 歳） 65 65 65 66 66 63 48 

  要支援 1 10 6 4 4 4 4 3 

  要支援 2 11 10 12 10 12 11 9 

  要介護 1 11 15 14 18 16 15 12 

  要介護 2 11 15 11 12 12 12 8 

  要介護 3 7 7 5 5 5 5 3 

  要介護 4 6 7 10 9 9 9 7 

  要介護 5 9 5 9 8 8 7 6 

（注 1） 各年度 9 月 30 日現在の値 

（注 2） 第 8 期の値は、厚生労働省「介護保険事業状況報告」の値（実績値） 
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第３節 計画策定に係わる各調査結果の概要 
 
１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 
（1）調査概要 

◎ 調査目的 
高齢者保健福祉計画・第 9期介護保険事業計画策定の基礎資料とするため 

◎ 調査対象 
65 歳以上の高齢者 3,000 人を無作為抽出（要介護 1～5の認定者を除く） 

◎ 調査方法 
・郵送による調査票の送付、回収 

・調査期間は令和 4年 11 月 17 日（発送）から 12 月 2 日まで 

◎ 調査基準日 
令和 4年 10 月 1 日 

◎ 主な調査項目 
・家族構成や生活状況について 

・健康について 

・からだを動かすことについて 

・食べることについて 

・毎日の生活について 

・地域での活動について 

・たすけあいについて 

・認知症にかかる相談窓口の把握について 

 

 

（2）回収結果 
・調査票回収数 1,970 票（回収率 65.7％） 
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（3）調査結果 
① 性別と年齢 

調査回答者は男性が 47.0％（926 人）、女性が 52.9％（1,043 人）で、年齢別には、

「65～69 歳」が 23.0％、「70～74 歳」が 29.3％、「75～79 歳」が 22.2％、「80～84

歳」が 16.0％、「85 歳以上」が 9.5％となっています。 

 

図表 2-3-1 性別と年齢（n=1,970） 

  

 

 

 
② 家族構成 

調査回答者の家族構成は、「夫婦 2人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 52.1％、「息

子・娘との 2世帯」が 25.3％、「1人暮らし」が 14.4％となっています。 

 

図表 2-3-2 家族構成（n=1,970） 

 

  

男性

47.0%

女性

52.9%

無回答

0.1%
65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

無回答

23.0%

29.3%

22.2%

16.0%

9.5%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

無回答

１人暮らし

夫婦２人暮らし（配偶者６５歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者６４歳以下）

息子・娘との２世帯

14.4%

52.1%

3.9%

25.3%

3.1%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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③ 健康状況 

健康状況について見ると、「とてもよい」が 5.6％、「まあよい」が 66.0％となっ

ており、「とてもよい」と「まあよい」を合わせると 7割以上が健康状況はよいと回

答しています。 

図表 2-3-3 現在の健康状況（n=1,970） 

 

 
④ 幸せの程度 

現在の幸せの程度について見ると、「とても不幸」を 0点、「とても幸せ」を 10 点

としてたずねたところ、「5点」が 23.8％と最も高く、次いで「8点」が 21.1％となっ

ています。平均点数は 6.61 点となっています。 

 

図表 2-3-4 幸せの程度（n=1,970） 

 

  

75歳以上

65～74歳

全体 5.6%

7.7%

5.0%

66.0%

87.8%

61.4%

23.8%

21.3%

28.3%

2.2%

2.2%

2.2%

2.4%

2.7%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

とても
不幸

とても
幸せ

9点

0点

1点

2点

3点

4点

5点

6点

7点

8点

10点

無回答

0.4%

0.6%

0.8%

2.9%

4.9%

23.8%

10.8%

16.8%

21.1%

7.2%

7.2%

3.7%

0% 10% 20% 30%

平均 6.61点
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⑤ 現在治療中または後遺症のある病気 

現在治療中または後遺症のある病気について見ると、「高血圧」の割合が 42.1％と

最も高く、次いで「高脂血症（脂質異常）」が 18.1％、「糖尿病」が 15.9％となって

います。 

一方、「ない」が 14.7％となっています。 

 

図表 2-3-5 現在治療中、または後遺症のある病気（n=1,970） 

 

 

 

  

認知症( アルツハイマー病等) 

その他

ない

無回答

がん( 悪性新生物) 

脳卒中( 脳出血･ 脳梗塞等) 

外傷( 転倒・骨折等)

血液・免疫の病気

うつ病

パーキンソン病

呼吸器の病気( 肺炎や気管支炎等) 

高血圧

高脂血症( 脂質異常) 

糖尿病

目の病気

心臓病

筋骨格の病気( 骨粗しょう症、関節症等) 

腎臓・前立腺の病気

耳の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

42.1%

18.1%

15.9%

14.1%

13.5%

12.7%

8.2%

7.1%

6.3%

6.0%

4.6%

3.6%

2.7%

2.1%

1.1%

0.6%

0.5%

8.9%

14.7%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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⑥ 地域での活動 

地域での活動への参加状況について見ると、「町内会・自治会」、「趣味関係のグ

ループ」、「スポーツ関係のグループやクラブ」および「収入のある仕事」への参加

の割合が高くなっています。 

図表 2-3-6 地域での活動 

 
 

⑦ 地域づくり活動への参加意向 

地域住民の有志によって健康づくり活動や趣味などのグループ活動を行って生き

生きとした地域づくりを行う場合、「参加者」または「企画・運営（お世話役）」とし

ての参加意向については、「参加者」としては「是非参加したい」、「参加してもよい」

および「既に参加している」を合わせると、5割以上は参加意向があり、また、「企

画・運営（お世話役）」としては 3割以上の参加意向となっています。 

図表 2-3-7 地域づくり活動への参加意向 

 

  

ボランティアのグループ
（n=1,970）

収入のある仕事
（n=1,970）

老人クラブ
（n=1,970）

スポーツ関係のグループやクラブ
（n=1,970）

趣味関係のグループ
（n=1,970）

学習・教養サークル
（n=1,970）

介護予防のための通いの場
（n=1,970）

町内会・自治会
（n=1,970）

0.3%

1.8%

1.1%

0.1%

0.8%

0.2%

0.4%

9.8%

1.3%

5.5%

3.0%

0.6%

1.5%

0.3%

0.3%

6.3%

1.7%

5.3%

6.3%

1.6%

2.4%

0.5%

0.8%

1.1%

3.6%

3.6%

7.8%

2.7%

1.0%

1.1%

2.9%

1.4%

3.5%

2.5%

4.3%

2.2%

1.4%

0.8%

22.6%

1.5%

56.2%

50.9%

49.2%

57.5%

58.9%

61.1%

40.9%

48.3%

33.5%

30.5%

28.2%

35.4%

34.0%

36.0%

32.1%

31.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回

月１～３回 年に数回 参加していない

無回答

参加者としての参加意向
（n=1,970）

企画・運営（お世話役）としての参加意向
（n=1,970）

5.5%

1.7%

46.1%

29.0%

36.4%

58.0%

3.8%

2.8%

8.2%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答
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⑧ 生活機能等の判定 

生活機能の状況について見ると、「転倒リスク」が 30.8％、「認知機能の低下」が

44.0％、「うつの傾向」が 41.5％とリスク傾向が高くなっています。 

 

図表 2-3-8 生活機能等の判定（n=1,970） 

  

 

 

  

転倒リスク

口腔機能の低下

認知機能の低下

運動器機能の低下

閉じこもりの傾向

低栄養の傾向

うつの傾向

12.2%

30.8%

18.3%

1.7%

24.2%

44.0%

41.5%

87.8%

69.2%

81.7%

98.3%

75.8%

56.0%

58.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし

IADL（手段的日常生活動作）
3.4%
5.2% 91.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

低い やや低い 高い
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⑨ 外出を控えているか 

外出を控えている状況について見ると、「はい」が 3割以上となっています。 

図表 2-3-9 外出を控えているか（n=1,970） 

 

⑩ 外出を控えている理由 

外出を控えている理由について見ると、「足腰などの痛み」の割合が 30.5％と最も

高く、次いで「外での楽しみがない」が 14.5％、「トイレの心配（失禁など）」が 10.2％

となっています。 

図表 2-3-10 外出を控えている理由（n=683） 

 

⑪ 友人・知人と会う頻度 

友人・知人と会う頻度について見ると、「毎日ある」、「週に何度かある」および「月

に何度かある」を合わせると、5割以上が友人・知人と交流があるとなっています。 

図表 2-3-11 友人・知人と会う頻度（n=1,970） 

 

全体 34.7% 61.8% 3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

足腰などの痛み

無回答

外での楽しみがない

トイレの心配( 失禁など) 

交通手段がない

病気

経済的に出られない

耳の障害( 聞こえの問題など) 

目の障害

障害( 脳卒中の後遺症など) 

その他

30.5%

14.5%

10.2%

9.5%

8.8%

8.8%

5.4%

4.0%

2.0%

55.6%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体

65～74歳

75歳以上

3.8%

7.7%

3.0%

24.4%

87.8%

25.7%

24.7%

21.3%

24.2%

22.7%

2.2%

18.6%

21.0%

2.7%

24.1%

3.5%

2.8%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日ある 週に何度かある 月に何度かある

年に何度かある ほとんどない 無回答
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（4）前回調査との比較 

① 外出控えについて 

図表 2-3-12 外出控えについて 

調査項目 回答(R4) 回答(R1) 

外出を控えていますか はい 34.7％ はい 17.8％ 

外出を控えている理由はどれですか その他 55.6％ その他 11.3％ 

 「その他」の内容 
・新型コロナウイルスを警戒 

など 

・転倒が怖い、雪道のため 

・介護しているから 

など 

新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛、他者との接触機会の減少が顕

著に表れています。 

 

 

② うつ傾向の変化について 

図表 2-3-13 うつ傾向の変化 

調査項目 回答(R4) 回答(R1) 

1 か月間、どうしても物事に対して興味がわ

かない、あるいは心から楽しめない感じが

よくありましたか 

はい 24.5％ はい 22.3％ 

1 か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持

ちになったりすることがありましたか 
はい 38.2％ はい 35.2％ 

うつ傾向にある者の割合が微増しており、他者との接触機会の減少が影響してい

るものと捉えています。 

 

 

③ 健康感、幸福感について 

図表 2-3-14 健康感、幸福感 

調査項目 回答(R4) 回答(R1) 

現在のあなたの健康状況はいかがですか 
とてもよい 5.6％ とてもよい 5.7％ 

まあよい 66.0％ まあよい 66.4％ 

あなたは現在どの程度幸せですか 平均点 6.61 点 平均点 6.75 点 

健康状態、幸福度については、前回調査からほとんど変化は見受けられませんで

した。 
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２ 在宅介護実態調査 
 
（1）調査概要 

◎ 調査目的 
高齢者保健福祉計画・第 9期介護保険事業計画策定の基礎資料とするため 

◎ 調査対象 
要支援・要介護認定を受けている（受けていた）方から 1,000 人を無作為抽出 

◎ 調査方法 
・郵送による調査票の送付、回収 

・調査期間は令和 5年 6月 6日（発送）から 6月 23 日（投函締切り）まで 

◎ 調査基準日 
令和 5年 5月 1日 

◎ 主な調査項目 
・［本人向け調査］現在の傷病、介護サービスの利用状況等 

・［介護者向け調査］介護者が不安に感じる介護等 

 

（2）回収結果 
・調査票回収数 613 票（回収率 61.3％） 

 
（3）調査結果 

① 年齢と要介護度区分 

介護を受けている人の年齢について見ると、「85～89 歳」が 26.8％と最も高く、

次いで「80～84 歳」が 22.5％、「90 歳以上」が 22.2％となっています。 

要介護度区分では、「要支援 1と 2」が 51.9％、「要介護 1と 2」が 30.7％、「要介

護 3～5」が 12.5％となっています。 

図表 2-3-15 介護を受けている人の性別と要介護度区分（n=613） 

  
85～89歳

90歳以上

無回答

65歳未満

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

0.0%

4.1%

8.3%

15.5%

22.5%

26.8%

22.2%

0.7%

0% 10% 20% 30%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

わからない

無回答

29.4%

22.5%

16.3%

14.4%

7.5%

2.4%

2.6%

2.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40%
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② ご本人が現在抱えている傷病 

ご本人が現在抱えている傷病について見ると、「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊

柱管狭窄症等）」が 26.9％と最も高く、次いで「眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害

を伴うもの）」が 23.3％、「心疾患（心臓病）」が 21.5％となっています。 

図表 2-3-16 ご本人が抱えている傷病（n=613） 

 

 

③ 主な介護者 

主な介護者の本人との続柄について見ると、「配偶者」が 27.7％、「子」が 54.0％

となっています。 

図表 2-3-17 主な介護者の本人との続柄（n=285） 

 

難病（パーキンソン病を除く）

その他

なし

わからない

無回答

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

心疾患（心臓病）

変形性関節疾患

認知症

糖尿病

脳血管疾患（脳卒中）

呼吸器疾患

悪性新生物（がん）

パーキンソン病

膠原病（関節リウマチ含む）

26.9%

23.3%

21.5%

18.4%

17.3%

16.3%

14.8%

9.0%

7.7%

5.4%

4.7%

2.9%

2.3%

21.0%

3.9%

0.5%

3.1%

0% 10% 20% 30%

配偶者

子

子の配偶者

兄弟・姉妹

孫

その他

無回答

27.7%

54.0%

6.0%

0.7%

1.1%

1.1%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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④ 主な介護者の年齢 

主な介護者の年齢について見ると、「60 代」が 34.7％、「70 代」が 21.4％、「50 代」

20.0％となっています。 

図表 2-3-18 主な介護者の年齢（n=285） 

 

  

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

0.0%

0.0%

1.4%

3.5%

20.0%

34.7%

21.4%

11.6%

0.0%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40%
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⑤ 主な介護者が不安に感じる介護等 

主な介護者が不安に感じる介護等について見ると、「認知症状への対応」が19.3％、

「外出の付き添い、送迎等」が 17.9％、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」

が 14.7％となっています。 

図表 2-3-19 主な介護者が不安に感じる介護等（n=285） 

 

 

  

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

認知症状への対応

外出の付き添い、送迎等

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

食事の準備（調理等）

夜間の排泄

入浴・洗身

日中の排泄

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

屋内の移乗・移動

服薬

衣服の着脱

食事の介助（食べる時）

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

19.3%

17.9%

14.7%

12.6%

12.3%

12.3%

7.7%

6.7%

6.3%

6.3%

4.2%

4.2%

3.2%

3.2%

4.2%

10.2%

2.1%

36.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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⑥ 在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについて見ると、「移送サービス（介

護・福祉タクシー等）」が 20.6％、「外出同行（通院、買い物など）」が 17.5％、「配

食」が 14.2％となっています。 

一方、「特になし」が 31.6％となっています。 

図表 2-3-20 在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（n=613） 

 

 
⑦ 主な介護者の就労状況 

主な介護者の就労状況について見ると、「フルタイムで働いている」が 21.1％、

「パートタイムで働いている」が 15.8％となっています。 

一方、「働いていない」が 52.3％となっています。 

図表 2-3-21 主な介護者の就労状況（n=285） 

 

  

特になし

無回答

その他

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物など）

配食

掃除・洗濯

ゴミ出し

見守り、声かけ

買い物（宅配は含まない）

調理

サロンなどの定期的な通いの場

20.6%

17.5%

14.2%

13.2%

13.2%

10.6%

8.8%

7.2%

5.5%

3.3%

31.6%

16.3%

0% 10% 20% 30% 40%

フルタイムで働いている

パートタイムで働いている

働いていない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

21.1%

15.8%

52.3%

2.1%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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⑧ 主な介護者の働き方の調整 

主な介護者の働き方の調整について見ると、「介護のために、労働時間を調整しな

がら、働いている」が 25.7％、「介護のために、休暇を取りながら、働いている」が

22.9％となっています。 

一方、「特に行っていない」が 35.2％となっています。 

図表 2-3-22 主な介護者の働き方の調整（n=105） 

 

 

⑨ 介護のために仕事を辞めた家族・親族 

介護のために仕事を辞めた家族・親族について見ると、「介護のために仕事を辞め

た家族・親族はいない」が 62.8％、「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」が 7.0％

となっています。 

図表 2-3-23 介護のために仕事を辞めた家族・親族（n=285） 

 

 

  

特に行っていない

介護のために、労働時間を調整しながら、働いている

介護のために、休暇を取りながら、働いている

介護のために、在宅勤務を利用しながら、働いている

介護のために、他選択肢以外の調整をしながら、働いている

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

35.2%

25.7%

22.9%

2.9%

17.1%

2.9%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

7.0%

2.1%

2.5%

0.4%

62.8%

1.4%

23.9%

0% 20% 40% 60% 80%
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⑩ 仕事と介護の両立 

仕事と介護の両立について見ると、「問題はあるが、何とか続けている」が約 5割

を占めています。 

図表 2-3-24 仕事と介護の両立（n=105） 

 

 
⑪ 介護保険サービスの利用 

介護保険サービスの利用について見ると、「利用した」が 57.7％と 5 割以上を占

めています。 

図表 2-3-25 介護保険サービスの利用（n=613） 

 

 
⑫ 介護保険サービスを利用していない理由 

介護保険サービスを利用していない理由について見ると、「現状では、サービスを

利用するほどの状態ではない」が 51.4％、「家族が介護をするため必要ない」が

13.8％、「本人にサービス利用の希望がない」が 12.1％となっています。 

図表 2-3-26 介護保険サービスを利用していない理由（n=247） 

 

問題なく、続けていける

問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい

続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

17.1%

48.6%

8.6%

9.5%

4.8%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 57.7% 40.3% 2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用した 利用していない 無回答

現状では、サービスを利用するほどの状態ではない

家族が介護をするため必要ない

本人にサービス利用の希望がない

サービスを受けたいが手続きや利用方法が分からない

利用したいサービスが利用できない、身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

以前、利用していたサービスに不満があった

利用料を支払うのが難しい

その他

無回答

51.4%

13.8%

12.1%

4.5%

2.8%

2.4%

2.0%

1.6%

8.9%

13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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（4）前回調査との比較 

［本人向け調査］ 
① 要介護度区分について 

図表 2-3-27 要介護度区分 

調査項目 回答（R5） 回答（R2） 

要介護度区分 

要支援１ 29.4％ 要支援１ 17.0％ 

要支援２ 22.5％ 要支援２ 13.7％ 

要介護１ 16.3％ 要介護１ 28.9％ 

要介護２ 14.4％ 要介護２ 17.8％ 

要介護３ 7.5％ 要介護３ 11.2％ 

要介護４ 2.4％ 要介護４ 4.6％ 

要介護５ 2.6％ 要介護５ 5.1％ 

本調査に回答した対象者の介護度について、要支援者の割合が増加している一方、

要介護者の割合が減少しています。 

 

 

② ご本人が抱えている傷病について 

図表 2-3-28 ご本人が抱えている傷病 

調査項目 回答（R5） 回答（R2） 

ご本人が、 

現在抱えている

傷病 

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、

脊柱管狭窄症等） 
26.9％ 認知症 27.7％ 

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴

覚障害を伴うもの） 
23.3％ 心疾患（心臓病） 22.1％ 

心疾患（心臓病） 21.5％ 
筋骨格系疾患（骨粗しょう症、

脊柱管狭窄症等） 
21.6％ 

変形性関節疾患 18.4％ 脳血管疾患（脳卒中） 18.0％ 

認知症 17.3％ 
眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴

覚障害を伴うもの） 
17.8％ 

現在抱えている傷病について「認知症」の割合が減少する一方、「筋骨格系疾患」、

「眼科・耳鼻科疾患」、「変形性関節疾患」の割合が増加しています。 
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③ 介護サービスの利用状況について 

図表 2-3-29 介護保険サービスの利用 

調査項目 回答(R5) 回答(R2) 

１か月の間に、（住宅改修、福祉用

具貸与・購入以外の）介護保険

サービスを利用しましたか 

利用していない 40.3％ 利用していない 26.1％ 

介護保険サービスを利用していな

い理由は何ですか 

現状では、サービ

スを利用するほど

の状態ではない 

51.4％ 

現状では、サービ

スを利用するほど

の状態ではない 

35.9％ 

家族が介護をする

ため必要ない 
13.8％ 

本人にサービス利

用の希望がない 
20.4％ 

本人にサービス利

用の希望がない 
12.1％ 

家族が介護をする

ため必要ない 
18.4％ 

本調査実施 1 か月前の介護サービスの利用の有無は「利用していない」が増加し

ており、原因としては「サービスを利用するほどの状態ではない」が多数を占めて

います。 

 

 

［介護者向け調査］ 
④ 介護離職の状況について 

図表 2-3-30 介護離職の状況 

調査項目 回答(R5) 回答(R2) 

介護を主な理由として、過去 1 年の

間に仕事を辞めた方はいますか 

主な介護者が仕

事を辞めた（転職

除く） 

7.0％ 

主な介護者が仕

事を辞めた（転職

除く） 

5.9％ 

介護のために仕

事を辞めた家族・

親族はいない 

62.8％ 

介護のために仕

事を辞めた家族・

親族はいない 

61.6％ 

主な介護者の方の年齢について、

ご回答ください 

50 代 20.0％ 50 代 16.9％ 

60 代 34.7％ 60 代 27.9％ 

70 代 21.4％ 70 代 29.7％ 

過去 1 年間での介護が要因での離職および、主な介護者の年齢構成に大きな変化

は見受けられませんでした。 
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⑤ 主な介護者の働き方の調整について 

図表 2-3-31 主な介護者の働き方の調整 

調査項目 回答(R5) 回答(R2) 

主な介護者の方は、何か働き方に

ついての調整等をしていますか 

労働時間を調整

しながら、働いて

いる 

25.7％ 

労働時間を調整

しながら、働いて

いる 

16.7％ 

休 暇 を 取 り な が

ら、働いている 
22.9％ 

休 暇 を 取 り な が

ら、働いている 
13.6％ 

特に行っていない 35.2％ 特に行っていない 50.0％ 

就労している主な介護者が何らかの働き方の調整をしている割合は増加傾向にあ

ります。 

 

 

⑥ 介護と就労の両立について 

図表 2-3-32 介護と就労の両立について 

調査項目 回答(R5) 回答(R2) 

主な介護者の方は、今後も働きなが

ら介護を続けていけそうですか 

続けていくのは、

かなり難しい 
9.5％ 

続けていくのは、

かなり難しい 
4.5％ 

続けていくのは、

やや難しい 
8.6％ 

続けていくのは、

やや難しい 
9.1％ 

就労と介護の両立について、今後も「続けていくことはかなり難しい」の割合が

増加しています。 
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３ 検討と対策 

令和 2 年からの新型コロナウイルス感染症の流行は、第 8 期介護保険事業計画にお

いて、行動制限が実施される中、他者との接触機会を減らすため、通所系サービス等

の利用控えや、入所系施設において、面会の制限が行われる一方、サービス提供者側

においては、感染症対策に配慮したサービスの提供、クラスタ―対策等、事業者、利

用者およびその家族に多大な影響をもたらしました。市が実施する施策についても、

感染拡大防止の観点からやむを得ず中止にせざるを得ない事業もありました。 

計画期間中に多大な影響を与えた感染症も令和 5 年 5 月 8 日以降は感染症法上の位

置づけが 5 類へ変更となり、感染症と「共生」の道を歩み始めました。今後の感染症

の動向、およびニーズ調査ならびに在宅介護実態調査の結果を踏まえ、第 9 期介護保

険事業計画においては第 8 期期間の基本目標を引継ぎ、各種事業を取り組んでいくこ

ととします。 
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第３章 基本理念と目標 
 
第１節 基本理念 
高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場という人々の生活領域における支え合

いの基盤が弱くなってきています。暮らしにおける人と人とのつながりが弱くなる中、

これを再構築することで、人生における様々な困難に直面した場合でも、誰もが役割

を持ち、お互いが配慮し存在を認め合い、ときに支え合うことで、孤立せずにその人

らしい生活を送ることができるような社会が求められています。 

本計画では、このような社会構造や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごと

の縦割りや「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が

参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりが生

きがいを感じられるまちづくりの実現をめざします。 

 

 

基本理念 

 

 

 

 

 

  

高齢者をはじめすべての方が、 
住み慣れた地域でいつまでも自分らしい生活を送ることができる、 

地域共生社会の実現 
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第２節 基本目標 

 

   

高齢者がその有する能力に応じて、住み慣れた地域で自立した日常生活を送るこ

とができるようにするため、高齢者の介護予防に関する普及啓発および保健指導に

取り組みます。 

また、高齢者がこれまで培った知識と経験を生かした社会参加や生きがいづくり

を推進し、地域を支える担い手として活躍できる環境の整備を進め、地域の中で豊

かな生活を送ることができるよう支援を行っていきます。 

日常生活を支援する多様な生活支援・介護予防サービスなどについても、引き続

き体制整備を進めます。 

 

 

   

認知症や要介護状態などになっても、可能な限り住み慣れた地域で日常生活を送

ることができるよう、介護保険サービスのさらなる基盤整備、生産性の向上を図り

ます。 

また、全国的に問題となっているケアマネジャーおよび、ヘルパー等の介護人材

の確保については、当市としても課題の一つとして認識していることから、今後の

人口動態を踏まえ、地域における継続的なサービス提供体制の充実に向けた整備の

検討を進めます。 

 

基本目標１ 健康づくりと介護予防の促進（第４章） 

重点課題 

① 健康づくりと日常生活を支援する体制整備 
② 生きがいと社会参加の促進 

基本目標２ 介護保険サービスの充実（第５章） 

重点課題 

① 介護給付等対象サービスの充実・強化 
② 介護保険サービスの基盤強化 
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高齢者の生活を総合的に支えるため、高齢者支援センターが中心となり、地域で

適切な支援が行われる環境整備に取り組むとともに、地域の関係者を含めたネット

ワークづくりの強化や家族介護者への支援の充実を図ります。 

地域ケア会議や在宅医療介護連携推進協議会における多職種連携の取組の推進お

よび高齢者支援センターの体制強化など、介護予防、自立支援および重度化防止に

向けて取り組みます。 

また、高齢者が気軽に交流できる場を開設し、NPO 法人などの参画による運営を進

め、市民で支える人材の育成や団体の支援を図ります。 

高齢者の虐待防止対策の推進および権利擁護の推進に向け、知識の普及啓発を図

るとともに、早期発見・早期対応にむけ、関係機関などと連携して対応します。 

 

 

   

令和 6年 1月に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」は、

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望をもって暮らすことができるよう、共生社会の

実現を推進することを目的としています。認知症施策では、認知症予防のための生

活習慣病重症化予防を強化し、認知症に対する地域の理解を深め、認知症高齢者等

SOS ネットワークなどの地域で支え合える体制づくりに努めます。 

 

基本目標３ 安心して暮らせる環境づくりの推進（第６章） 

重点課題 

① 地域包括ケアシステムの深化・推進 
② 在宅医療・介護連携を図るための体制整備 
③ 介護に取り組む家族等への支援の充実 
④ 高齢者虐待の防止と権利擁護の推進 
⑤ 高齢者が安心できる居住環境確保 

基本目標４ 認知症施策の推進（第７章） 

重点課題 

① 認知症施策の推進 
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効果的・効率的な介護給付の推進のため、ケアプランの点検を実施し、利用者に

適切でよりよい介護サービスが提供できるよう、ケアマネジャーの資質向上に努め

ます。 

北広島市国民健康保険第 3 期データヘルス計画・第 4 期特定健康診査等実施計画

と介護保険事業計画については、上位計画である市総合計画において掲げられた基

本目標である「ともに歩み笑顔が輝くまち」をめざし、医療提供体制の整備と在宅

医療・介護の連携などの地域包括ケアシステムの深化・推進が一体的に行われるよ

う、それぞれの計画と整合性をとり、高齢者が住み慣れた地域で、健康で安心して

暮らすことのできる地域社会の実現をめざし、高齢者福祉および介護の充実のため

の施策に取り組みます。 

また、介護保険事業が健全に機能するよう介護保険サービス情報の周知に努める

とともに、地域課題を分析のうえ目標に対する実績を評価するなど、適切な介護保

険事業の運営に向けた PDCA サイクルの推進を図ります。 

 

 

  

基本目標５ 適切な介護保険事業の運営（第８章） 

重点課題 

① 効果的・効率的な介護給付の推進 
② 医療計画との整合性の確保 
③ 介護保険サービス情報の公表 
④ 介護保険制度の立案および運用に関する PDCA サイクルの推進 
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第３節 施策の体系 

基本目標１ 健康づくりと介護予防の促進 

重点課題１ 健康づくりと日常生活を支援する体制整備 
 

１ 健康づくり・介護予防サービスの充実 
 
① 特定健診・後期高齢者健診 ② 健診後の保健指導 

③ 健康づくりセミナー     ④ 食の個別相談  ⑤ ミニ健康講座 

⑥ 高齢者出前健康講座  ⑦ 健康増進講演会 

⑧ 地域リハビリテーション活動支援事業 

⑨ リハビリテーション専門職を活用した新たなサービスの検討 

⑩ 訪問型サービス   ⑪ 通所型サービス 
  

２ 日常生活に関する支援の充実 
 
① 配食サービス   ② 移送サービス 

③ 移動制約者の移送の確保に向けて ④ 庭先収集  ⑤ 除雪サービス  

⑥ 訪問理容サービス  ⑦ テレホンサービス ⑧ 補聴器利用促進事業 
  

重点課題２ 生きがいと社会参加の促進 
 

１ 生きがいのある暮らしの支援 
 
① 長寿祝福事業   ② 老人クラブ活動の充実 

③ きたひろ健康ポイント事業 ④ 介護予防拠点助成金 

⑤ 地域たすけあい活動助成金 ⑥ 福祉バス運行事業 

⑦ シルバー活動センター事業 ⑧ 民生委員児童委員、地区社会福祉委員活動 

⑨ 社会教育事業   ⑩ 体育事業 

⑪ ボールパーク関連事業との連携 
  

２ 就労機会の確保 
 
① シルバー人材センター活動支援事業 

② 各種事業や関係機関との連携 

基本目標２ 介護保険サービスの充実 

重点課題１ 介護給付等対象サービスの充実・強化 
 

１ 住み慣れた地域や家庭での生活の継続 
 
① 居宅サービス 
 
２ 地域の実情に合わせたサービスの体制整備 

 
① 地域密着型サービス            ② 施設サービス 

③ サービス基盤整備状況     ④ 介護給付見込み量確保の方策 
 

 
重点課題２ 介護保険サービスの基盤強化 

 
１ 人材確保対策 

 
① 市民ソーシャルワーカー養成講座  ② 合同就職説明会 

③ 介護従事者フォローアップ研修事業 ④ 福祉人材確保対策就労支援金 

⑤ 介護現場の業務効率化支援  
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基本目標３ 安心して暮らせる環境づくりの推進 

重点課題１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 
 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 
 

① 高齢者サービス啓発事業     ② 高齢者実態把握事業  

③ 高齢者等地域見守り事業  ④ 総合相談事業 

⑤ 高齢者支援センターの運営 ⑥ 生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置 

⑦ 地域ケア会議の開催 
  

重点課題２ 在宅医療・介護連携を図るための体制整備 
 

① 在宅医療と介護の連携推進 
 

重点課題３ 介護に取り組む家族等への支援の充実 
 

１ 介護に取り組む家族等への支援等 
 

① 家族支援事業  ② 紙おむつ購入費の助成  ③指定ごみ袋の助成 
 
重点課題４ 高齢者虐待の防止と権利擁護の推進 

 
１ 高齢者虐待防止の取組 

 
① 高齢者虐待防止ネットワーク事業 

② 高齢者虐待防止法に規定する「養護者」や「養介護施設」以外からの虐待等権利侵害への防止対策 
 

２ 権利擁護体制の充実 
 

① 成年後見センターの運営  ② 成年後見制度利用支援事業 
 

重点課題５ 高齢者が安心できる居住環境確保 
 

１ 高齢者の居住環境の整備 
 

① サービス付き高齢者向け住宅の適正な運用    ② 住宅改修支援事業 

③ 緊急通報システム   ④ 救急情報キット・エルフィンバトン普及事業 
  

２ まちづくりの整備促進 
 

① 住まいの相談会   ② 空き地・空き家バンク制度 

③ 道路・交通環境の整備  ④ 公営住宅の整備 
  

３ 防災・感染症対策等の推進 
 

① 避難行動要支援者避難支援プラン制度による体制づくり 

② 災害対策および感染症対策に係る体制整備 
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基本目標４ 認知症施策の推進 

重点課題１ 認知症施策の推進 
 

１ 認知症の方への理解を深めるための普及・啓発 
 

① 認知症ケアパスの普及  ② 地域支え合いセンターの運営 
 

２ 認知症の早期発見・早期対応  
 
① 認知症地域支援推進員  ② 認知症初期集中支援チーム 

③ 若年性認知症の実態把握および支援体制の検討 

④ 在宅医療と介護の連携推進（再掲） 
 

３ 認知症バリアフリー化の推進 
 

① 認知症カフェ  ② 認知症高齢者等 SOS ネットワーク事業 

③ いどころ発信システム助成事業 ④ 家族支援事業（再掲） 

⑤ 相談体制の充実（総合相談事業（再掲）） 

基本目標５ 適切な介護保険事業の運営 

重点課題１ 効果的・効率的な介護給付の推進 
 

１ 低所得者対策の推進 
 

① 介護サービス利用者の軽減対策 
 

２ 介護保険の質的向上 
 

① 介護給付に要する費用の適正化  ② 介護保険サービスの給付制限 
 

重点課題２ 医療計画との整合性の確保 
 
重点課題３ 介護保険サービス情報の公表 
 
重点課題４ 介護保険制度の立案および運用に関する PDCA サイクルの推進 
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第４章 健康づくりと介護予防の促進 
 
重点課題１ 健康づくりと日常生活を支援する体制整備 

 
１ 健康づくり・介護予防サービスの充実 

(1) 特定健診・後期高齢者健診 
国民健康保険加入者で 40 歳～74 歳を対象に特定健診を実施します。また、後期

高齢者医療保険加入者を対象に後期高齢者健診を実施します。 

 
図表 4-1-1 特定健診・後期高齢者健診の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

特定健診（40 歳～74 歳） 

※R5 年度まで 65 歳～74 歳 
受診数 

3,000 3,000 3,000 
3,585 3,594 3,718 

2,837 2,830 2,850 

後期高齢者健診 受診数 
1,500 1,600 1,700 

1,600 1,700 1,800 
1,265 1,430 1,450 

（注 1） 第 8 期の列の上段は計画値、下段は実績値（令和 5 年度は見込値）です。以下の図表において

同様です。 

 

(2) 健診後の保健指導 
健診結果に合わせて個別の保健指導を実施し、高血圧や糖尿病等の重症化予防な

らびに脳血管疾患、虚血性心疾患、慢性腎臓病（CKD）および認知症への進展を防ぎ

ます。 

 

図表 4-1-2 健診後の保健指導の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

健診後の保健指導 指導数 
630 635 640 

830 880 920 
680 632 700 
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(3) 健康づくりセミナー 
高齢者（要介護認定者を除く）を対象に、一人ひとりの健診結果に合わせて、食

べ方や運動方法の指導を行います。 

 
図表 4-1-3 健康づくりセミナーの実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

健康づくりセミナー 

コース数（回） 

（注 1） 

5 5 5 
5 5 5 

4 5 5 

参加者数 
50 50 50 

40 40 40 
29 39 35 

（注 1） 健康づくりセミナーは１コース 3 回です。 

 

 

(4) 食の個別相談 
フレイル予防を目的に、健診結果などをもとに、生活状況に合わせた個別の栄養

相談や指導を行います。 

 
図表 4-1-4 食の個別相談（栄養相談）の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

食の個別相談 

（栄養相談） 
指導数 

75 80 85 
75 80 85 

60 68 70 
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(5) ミニ健康講座 
市内の団体およびグループを対象に保健師などが出向き、年間テーマを定めて、

市の健診、医療および介護の実態や体のしくみを学習する機会を作り、健康づくり

や介護予防への動機づけを図ります。 

 
図表 4-1-5 ミニ健康講座の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

ミニ健康講座 

実施回数 （回） 
5 10 15 

38 41 44 
5 19 35 

参加者数 
50 100 150 

570 615 660 
50 256 550 

 
 

(6) 高齢者出前健康講座 
市内の 5 人以上の団体およびグループの依頼に応じて地域へ出向き、生活習慣病

予防、認知症予防およびいきいき百歳体操の体験など、高齢者の健康維持や介護予

防に関する知識を普及します。 

 
図表 4-1-6 高齢者出前健康講座の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

高齢者出前健康 

講座 

実施回数 （回） 
25 25 25 

10 10 10 
4 14 15 

参加者数 
500 500 500 

150 150 150 
51 210 150 
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(7) 健康増進講演会 
生活習慣病予防や転倒予防、認知症予防などの高齢者の健康維持および介護予防

に関する知識の普及を行います。 

 

図表 4-1-7 健康増進講演会の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

健康増進講演会 

実施回数（回） 
2 2 2 

1 1 1 
1 1 1 

参加者数 
100 100 100 

50 50 50 
43 27 22 

 

 

(8) 地域リハビリテーション活動支援事業 
リハビリテーションに関する専門職（理学療法士、作業療法士および言語聴覚士

など）が住民主体の通いの場などへ出向き、高齢者の身体能力を評価し改善の可能

性を助言することで、介護予防の取組を支援します。 

 

図表 4-1-8 地域リハビリテーション活動支援事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

地域リハビリテーション 

活動支援事業 

実施回数 （回） 
5 10 15 

15 20 25 
2 7 15 

参加者数 
50 100 150 

225 300 375 
21 89 212 

 

 

(9) リハビリテーション専門職を活用した新たなサービスの検討 
リハビリテーション専門職等が、生活機能が低下した高齢者の生活の質（ＱＯＬ）

向上に向け、3 か月から 6 か月の間の短期間で集中的に訪問し、元の生活に戻るこ

とを支援するサービスや、高齢者支援センターのアセスメント訪問等に同行し、高

齢者の自立支援に資する取組に関与する仕組み等について、本計画期間中に検討し

ていきます。 
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(10) 訪問型サービス 
ア 介護予防訪問介護相当サービス 

事業対象者および要支援 1・2の方が対象で、訪問介護員（ホームヘルパー）が利

用者の居宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の身体介護ならび調理、洗濯および

掃除などの生活援助を行うサービスです。 

要介護状態になること、あるいは介護度が進行することをできる限り防ぎ、状態

がそれ以上悪化しないようにすることを目的としています。利用者の有する能力に

応じ、自立した生活を営むことができるよう支援します。 

 

図表 4-1-9 介護予防訪問介護相当サービスの実績と見込み 

（単位：人/月） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

介護予防訪問介護相当サービス 利用者数 
164 170 177 

181 187 194 
152 156 175 

 

 

(11) 通所型サービス 
ア 介護予防通所介護相当サービス 

事業対象者および要支援 1・2の方が対象で、日中、デイサービスセンターなどに

通い、食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援および機能訓練などを日帰り

で提供するサービスで、利用者の心身機能の維持向上と家族の介護負担軽減を図り

ます。 

要介護状態になること、あるいは介護度が進行することをできる限り防ぎ、状態

がそれ以上悪化しないようにすることを目的としています。利用者の有する能力に

応じ、自立した生活を営むことができるよう支援します。 

 

図表 4-1-10 介護予防通所介護相当サービスの実績と見込み 

（単位：人/月） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

介護予防通所介護相当サービス 利用者数 
366 380 395 

434 445 456 
279 393 424 
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イ 通所型サービス C（短期集中機能訓練） 
事業対象者および要支援 1・2の方が対象となるサービスで、市が委託した事業者

により、最長 6 か月の間に、リハビリテーション専門職による週 1 回の通所個別訓

練と、期間中に 2 回の家庭訪問を行うことで、日常生活動作の機能向上と自立した

生活をめざします。 

 

図表 4-1-11 通所型サービス C の実績と見込み 

（単位：人/月） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

通所型サービス C 

（短期集中機能訓練） 

利用者数 
3 3 3 

4 4 4 
6 4 4 

延べ参加回数 

（回） 

70 70 70 
63 63 63 

74 68 63 
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２ 日常生活に関する支援の充実 

(1) 配食サービス 
食事を作ることが困難な高齢者および障がい者に対し、夕食時に栄養バランスの

とれた食事を自宅へ届けることで、利用者の安定した食生活を確保し、自立した生

活を送ることを支援するとともに、配達時に安否確認を行います。 

また、高血圧および糖尿病などの食事に制限のある方には、医師の指示に従った

「治療食」を提供します。 

今後も利用者が見込まれることから、事業を継続して実施します。 

 

図表 4-1-12 配食サービスの実績と見込み 

（単位：人） 

 第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

配食サービス 

月平均利用者数 
- - - 

187 187 187 
168 156 177 

 総合事業対象者 
- - - 

58 58 58 
58 47 50 

 任意事業（高齢） 
- - - 

116 116 116 
97 96 116 

 任意事業（障がい） 
- - - 

13 13 13 
13 13 11 

延べ食数（食） 
47,448 47,448 47,448 

43,870 43,870 43,870 
40,101 36,540 41,475 

 総合事業対象者 
- - - 

13,161 13,161 13,161 
12,872 10,965 11,049 

 任意事業（高齢） 
- - - 

27,638 27,638 27,638 
24,211 22,565 27,885 

 任意事業（障がい） 
- - - 

3,071 3,071 3,071 
3,018 3,010 2,541 
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(2) 移送サービス 
下肢または体幹機能の重度障がい者や要介護 4 または 5 の認定を受けている在宅

の方で、移動に際して車いすまたはストレッチャーを使用し、ホームヘルパーの介

助を必要とする方が対象で、医療機関への通院や入退院などのための移動に利用で

きます。 

一般交通機関の利用が困難な方の移動手段であり、在宅で自立した生活を継続す

るために必要であることから、事業を継続して実施します。 

 

図表 4-1-13 移送サービスの実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

移送サービス 

延べ回数 （回） 
820 900 980 

837 838 839 
958 784 771 

利用者数 
55 60 65 

51 52 53 
47 50 50 

 

 

(3) 移動制約者の移送の確保に向けて 
道路運送法上の許可・登録を要しない移動支援のあり方について情報収集などを

行い、地域のボランティア団体などに情報提供を行います。 

 

 

(4) 庭先収集 
市内で発生する家庭ごみのうち、自らごみステーションまでごみを運ぶことがで

きない家庭に対し、庭先収集(玄関前からの収集)を行います。 

対象者は要介護認定を受けている方や身体障害者手帳の交付を受けている方で、

家族または周囲の方などにより、ごみ排出の支援を受けられない方です。 

 
図表 4-1-14 庭先収集の実績と見込み 

（単位：軒） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

庭先収集 対象者軒数 
195 210 225 

240 255 270 
202 231 223 
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(5) 除雪サービス 
除雪作業が困難な高齢者および身体障がい者の世帯で、市内に除雪を支援できる

親族がいない低所得の世帯に対し、ボランティアなどの協力員が玄関から公道まで

の通路部分の除雪を行います。また、平成 29 年度からは有料で通路部分の除雪に加

えて道路に面した間口の雪の置き換え除雪も実施しています。 

除雪の担い手となるボランティアの確保が難しくなってきている状況ですが、事

業を継続して実施します。 

 
図表 4-1-15 除雪サービスの実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

除雪サービス 

利用者数 
290 290 290 

390 410 430 
278 349 370 

 
通路除雪 

232 232 232 
270 280 290 

 221 250 260 

 
間口除雪 

58 58 58 
120 130 140 

 57 99 110 

 

 

(6) 訪問理容サービス 
在宅で寝たきりの状態にあり、自力で理髪店へ出向くことができない高齢者およ

び重度身体障がい者に対し、理容師が利用者宅を訪問して散髪を行います。 

寝たきりの高齢者などにとって、散髪により身だしなみを整え、清潔で快適な生

活を送ることは大切なことであり、今後も利用者が見込まれることから、事業を継

続して実施します。 

 

図表 4-1-16 訪問理容サービスの実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

訪問理容サービス 利用者数 
55 55 55 

76 79 82 
64 70 73 
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(7) テレホンサービス 
ひとり暮らしの高齢者の方に、ボランティアが電話をかけ、健康状態および日常

生活での困りごとなどを聞くことにより、コミュニケーションを図ります。また、

要介護認定を受けていない方に対して、6 か月に 1 回程度、自宅を訪問して安否確

認を行うなど、ひとり暮らしの高齢者にとっての話し相手および安否確認に役立っ

ていることから、事業を継続して実施します。 

 

図表 4-1-17 テレホンサービスの実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

テレホンサービス 利用者数 
9 9 9 

8 8 8 
6 5 5 

 

 

(8) 補聴器利用促進事業 
加齢により耳が聞こえづらくなった中等度難聴の高齢者を対象に、日常生活での

よりよいコミュニケーションの確保、介護予防や認知機能低下を予防し、積極的な

社会参加を促すため、補聴器購入費用の一部を助成する事業を実施します。 

なお、事業開始から一定の期間後において、利用状況や利用効果等の事業検証を

行うものとします。また、本事業については、保健福祉事業において実施します。 

 

図表 4-1-18 補聴器利用促進事業の見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

補聴器利用促進事業 申請者数 - - - 100 100 100 
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重点課題２ 生きがいと社会参加の促進 
 
１ 生きがいのある暮らしの支援 

（1）長寿祝福事業 
長寿を祝福するとともに、長年にわたり社会に貢献した労をねぎらうため、満 100

歳を迎えられた方に祝金を贈呈します。 

平均寿命の延伸に伴い、対象となる方は増える傾向ですが、今後も事業を継続し

て実施します。 

 

図表 4-2-1 長寿祝福事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

長寿祝福事業 対象者数 
38 45 40 

28 28 28 
28 19 25 

 

 

（2）老人クラブ活動の充実 
老人クラブ活動は、生きがいづくりや健康づくりだけではなく、活動に参加され

る高齢者の閉じこもり予防につながっていますが、高齢者の活動の多様化による会

員の確保と会員の高齢化が課題となっています。 

今後も高齢者の生きがいづくりや健康づくりを推進するため、老人クラブ連合会

ならびに単位老人クラブが行う文化、スポーツ、ボランティア活動などに対する助

成および新設された老人クラブの初年度に備品を貸与するなどの支援を行い、活動

内容の充実に向けた支援を継続します。 

 

図表 4-2-2 老人クラブ活動の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

老人クラブ活動 

団体数（か所） 
28 28 28 

21 21 21 
24 23 21 

加入者数 
955 955 955 

650 650 650 
769 691 647 
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（3）きたひろ健康ポイント事業 
従前の「介護支援ボランティア事業」「ミニデイサービス事業」「ふれあい温泉事

業」の 3 つの事業を統合し、市民の健康づくりやボランティア活動の推進を目的に

「きたひろ健康ポイント事業」を令和 4年 4月から開始しました。 

介護施設等でのボランティア活動を対象とした「ボランティアポイント」、各種が

ん検診の受診等を対象とした「検診ポイント」、健康づくりや介護予防活動への参加、

温泉施設の利用等を対象とした「健康づくりポイント」の 3 種類に区分してポイン

トを付与し、ポイント数に応じ奨励金又は地場産品に交換できます。 

また、介護予防を目的とした生きがいづくりや心身機能の維持向上を目的とした

活動を行うミニデイサービス等に対し、助成金を交付します。 
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図表 4-2-3 きたひろ健康ポイント事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

きたひろ健康

ポイント事業 

登録団体数（か所） 
- - - 

189 203 217 
- 132 175 

 
ミニデイサービス 

- - - 
18 18 18 

 - 16 16 

 
いきいきサロン 

- - - 
6 6 6 

 - 4 4 

 
その他団体 

- - - 
165 179 193 

 - 112 155 

申請者数 
- - - 

3,170 3,550 3,905 
- - 2,264 

交換ポイント数 

（ポイント） 

- - - 
151,553 166,708 183,379 

- - 108,252 

 
ボランティアポイント 

- - - 
11,434 12,577 13,835 

 - - 8,167 

 
健康づくりポイント 

- - - 
130,913 144,004 158,404 

 - - 93,509 

  
温泉分 

- - - 
87,206 95,927 105,519 

  - - 62,290 

  
温泉分以外 

- - - 
43,707 48,077 52,885 

  - - 31,219 

 
検診ポイント 

- - - 
9,206 10,127 11,140 

 - - 6,576 

介護施設等 

ボランティア実施人数 

320 320 320 
174 188 202 

188 81 160 

介護施設等 

ボランティア受入施設

数（施設） 

35 35 35 
23 26 29 

34 16 20 
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（4）介護予防拠点助成金 
空き家などを活用して、介護予防および認知症予防を実施する集いの場ならびに

高齢者の憩いの場を整備する際に、改修費などの一部を補助し、介護予防拠点の整

備を推進します。 

高齢者の様々な活動の場づくりに有効な事業と考えていることから、制度の利用

に向けた周知に努めます。 

 

図表 4-2-4 介護予防拠点助成金の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

介護予防拠点助成金 交付件数 
3 3 3 

3 3 3 
0 0 0 

 

 

（5）地域たすけあい活動助成金 
高齢者の日常生活支援および介護予防の活動を自主的に行う団体に対して、その

団体の設立にかかる経費などを助成します。 

高齢者の様々な活動の場づくりに有効な事業と考えていることから、引き続き制

度の利用に向けた周知に努めます。 

 

図表 4-2-5 地域たすけあい活動助成金の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

地域たすけあい活動 

助成金 
交付件数 

3 3 3 
3 3 3 

1 0 0 
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（6）福祉バス運行事業 
高齢者団体またはグループ、障がい者団体、ボランティア団体および NPO 法人など

を対象にバスの貸し出しを行っております。 

高齢者の生きがいづくり、障がい者の社会参加を促進するため、事業を継続して実

施します。 

 

図表 4-2-6 福祉バス運行事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

福祉バス運行事業 

利用延べ回数 

（回） 

350 350 350 
350 350 350 

112 187 236 

利用延べ人数 
9,000 9,000 9,000 

9,000 9,000 9,000 
1,268 3,420 5,308 

 

 

（7）シルバー活動センター事業 
シルバー活動センターは、主に高齢者および高齢者と交流する催しに参加する方

が優先的に使用できる施設で、高齢者の活動拠点として生きがいづくりや社会参加

および交流の場として利用されています。 

「公益社団法人北広島市シルバー人材センター」による指定管理者制度を活用し

たシルバー活動センターの管理運営状況は、利用者数増加への取組および指定管理

者モニタリング評価が実施され、適切な運営が行われています。 

今後も高齢者の方が使いやすい施設をめざし、利用者の増加につながるよう適切

な管理を行います。 

 

図表 4-2-7 シルバー活動センター事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

シルバー活動 

センター事業 

利用延べ人数 
12,000 12,000 12,000 

9,500 9,500 9,500 
6,695 9,233 9,000 

利用延べ団体数 

（団体） 

1,900 1,900 1,900 
1,300 1,300 1,300 

911 1,186 1,100 
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（8）民生委員児童委員、地区社会福祉委員活動 
高齢化が進む中で地域の支え合いを必要とする高齢者は増加しており、地域の実

情に詳しく、また地域住民の生活と直接関わりを持って活動している民生委員児童

委員および地区社会福祉委員の役割は、ますます重要になっています。 

地域の中でお互いに助け合い、安心して暮らしていけるよう、民生委員児童委員

および地区社会福祉委員の活動と連携し高齢者福祉を推進します。 

 

 

（9）社会教育事業 
高齢者の学習機会の確保および生きがいづくりを推進し、情報提供を行うととも

に、自らの意思と選択による学習活動を支援します。 

地域生涯学習振興会などが行う各種事業は、趣味、関心ごとおよび生活地域に応

じた事業が展開され、多くの高齢者が参加しています。 

また、世代間交流を視野に入れた事業も行われており、交流する機会の少ない高

齢者と子どもの交流の場として貴重な機会となっていることから、事業を継続して

実施します。 

 

 

（10）体育事業 
多くの高齢者が生きがいのある生活を送ることができるよう、軽スポーツおよび

レクリエーションに親しむ機会や情報を提供しています。 

各地区において身近に軽スポーツおよびレクリエーションが楽しめるよう、体育

施設のサービスの向上などに努めていきます。 

 

 

（11）ボールパーク関連事業との連携 
プロ野球「北海道日本ハムファイターズ」の新球場を核とした北海道ボールパー

クＦビレッジが令和 5年 3月に開業しました。高齢者の外出機会の増加、介護予防・

健康寿命の延伸および高齢者の社会参加を目的とした事業について、引き続き関係

部署と連携を図りながら検討していきます。 
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２ 就労機会の確保 

（1）シルバー人材センター活動支援事業 
高齢者が働くことを通じて生きがいづくりの充実および社会参加を図るため、臨

時的かつ短期的就労の場を提供するシルバー人材センターの活動を支援します。 

高齢者の増加により、就業の場を求めている高齢者が多くいることから、シルバー

人材センターの事業および活動について広報活動を充実し、高齢者の就業の場を確

保するとともに、高齢者の能力を活かした活力ある地域社会づくりに努めていきま

す。 

 

 

（2）各種事業や関係機関との連携 
就労の機会が介護予防にも繋がることから、就労に結びつくような事業や関係機

関との連携も検討していきます。 

なお、「北広島市生涯現役地域づくり環境整備協議会」では、厚生労働省から令

和 4年度から 3年間の事業期間で、高齢者の就労機会の確保等に関するモデル事業

を受託しています。 
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第５章 介護保険サービスの充実 
 
重点課題 1 介護給付等対象サービスの充実・強化 

 
１ 住み慣れた地域や家庭での生活の継続 

(1) 居宅サービス 
ア 訪問介護 

訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の自宅を訪問して、入浴、排せつ、食事な

どの身体介護ならびに調理、洗濯および掃除などの生活援助を行うサービスです。 

身体介護とは利用者の身体に直接接触して行う介護サービスで、日常生活動作

（ADL）や意欲の向上のために利用者とともに行う自立支援のためのサービスです。 

生活援助とは掃除、洗濯および調理などの日常生活上の援助であり、利用者が単

身、またはその家族が障がいもしくは病気などのために家事を行うことが困難な場

合に行われるサービスです。 

 

図表 5-1-1 訪問介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

訪問介護 
359 378 398 

358 366 375 483 
412 379 350 
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イ 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 
自宅の浴槽での入浴が困難な方に対して、看護職員または介護職員が利用者の自

宅を訪問し、浴槽を積んだ入浴車により入浴の介護を行うサービスです。 

 
図表 5-1-2 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

訪問入浴介護 
22 24 26 

22 23 24 31 
19 20 18 

 予防給付（要支援） 
0 0 0 

0 0 0 0 
0 0 0 

 介護給付（要介護） 
22 24 26 

22 23 24 31 
19 20 18 

 

 

ウ 訪問看護・介護予防訪問看護 
医師の指示に基づき、看護師などが利用者の自宅を訪問し、健康状態の確認、療

養上の介助および必要な診療の補助を行うサービスです。 

 
図表 5-1-3 訪問看護・介護予防訪問看護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

訪問看護 
361 381 400 

420 433 445 563 
415 425 408 

 予防給付（要支援） 
57 59 61 

90 94 100 114 
73 84 81 

 介護給付（要介護） 
304 322 339 

330 339 345 449 
342 341 327 
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エ 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 
医師の指示に基づき、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士または看護師などが

利用者の自宅を訪問し、利用者の心身機能の維持回復および日常生活の自立を助け

るための機能訓練を行うサービスです。 

 
図表 5-1-4 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションの実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

訪問リハビリテーション 
74 77 82 

135 146 160 188 
67 95 122 

 予防給付（要支援） 
11 12 12 

46 52 58 68 
15 26 39 

 介護給付（要介護） 
63 65 70 

89 94 102 120 
52 69 83 

 

 

オ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 
通院が困難な方に対して、医師、歯科医師、看護師、薬剤師、管理栄養士または歯

科衛生士などが利用者の自宅を訪問し、療養上の管理や指導および助言などを行う

サービスです。 

また、ケアマネジャーに対して、ケアプランの作成に必要な情報提供も行います。 

 
図表 5-1-5 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

居宅療養管理指導 
549 583 618 

656 674 684 895 
567 571 642 

 予防給付（要支援） 
56 58 61 

72 76 79 92 
55 54 67 

 介護給付（要介護） 
493 525 557 

584 598 605 803 
512 517 575 

 

  



第５章 介護保険サービスの充実 

58 

カ 通所介護 
通所介護施設（デイサービスセンター）、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

などにおいて、食事、入浴およびその他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練

などを日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持回復および利用者の

家族の負担軽減を図ります。 

 
図表 5-1-6 通所介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

通所介護 
478 505 530 

450 458 464 609 
426 429 442 

 

 

キ 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 
介護老人保健施設、診療所および病院などにおいて、日常生活の自立を助けるた

めに理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護師または柔道整復師などが必要な

機能訓練を日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持回復を図ります。 

 
図表 5-1-7 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションの実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

通所リハビリテーション 
413 433 452 

377 390 396 488 
333 347 357 

 予防給付（要支援） 
136 141 146 

149 156 157 189 
113 124 137 

 介護給付（要介護） 
277 292 306 

228 234 239 299 
220 223 220 
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ク 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 
特別養護老人ホームなどの施設での短期間の入所により、食事、入浴およびその

他の必要な日常生活上の支援や機能訓練などを行うサービスです。 

一定期間、介護から解放される利用者の家族にとって、自分の時間を持つことが

でき、介護負担の軽減を図ることができます。 

また、利用者家族の病気、冠婚葬祭または出張などで一時的に在宅介護が困難な

ときにも役に立ちます。 

 
図表 5-1-8 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

短期入所生活介護 
105 114 119 

107 111 114 149 
87 88 99 

 予防給付（要支援） 
7 7 7 

3 3 3 4 
3 3 3 

 介護給付（要介護） 
98 107 112 

104 108 111 145 
84 85 96 
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ケ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 
介護老人保健施設、診療所または病院などでの短期間の入所により、医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士または看護師などによる医療、機能訓練および日

常生活上の支援などを行うサービスです。 

一定期間、介護から解放される利用者の家族にとって、自分の時間を持つことが

でき、介護負担の軽減を図ることができます。 

また、利用者家族の病気、冠婚葬祭または出張などで一時的に在宅介護が困難な

ときにも役に立ちます。 

 
図表 5-1-9 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

短期入所療養介護 
26 28 30 

24 24 24 34 
23 21 22 

 予防給付（要支援） 
0 0 0 

0 0 0 0 
0 1 0 

 介護給付（要介護） 
26 28 30 

24 24 24 34 
23 20 22 
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コ 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 
介護サービス事業所としての指定を受けた介護付有料老人ホーム、養護老人ホー

ム、軽費老人ホームまたはサービス付き高齢者向け住宅などにおいて、入居してい

る利用者に対し入浴、排せつ、食事などの介護およびその他必要な日常生活上の支

援を行うサービスです。 

 
図表 5-1-10 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

特定施設入居者生活介護 
161 163 185 

150 153 212 256 
143 135 146 

 予防給付（要支援） 
30 31 36 

32 33 47 53 
28 27 30 

 介護給付（要介護） 
131 132 149 

118 120 165 203 
115 108 116 

 

 

サ 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 
利用者の状況に合わせた適切な福祉用具（車いすや介護用ベッドなど）を貸与す

ることにより、日常生活における自立支援および介護者の負担軽減を図るサービス

です。 

 
図表 5-1-11 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

福祉用具貸与 
986 1,038 1,092 

1,117 1,148 1,167 1,485 
1,022 1,066 1,088 

 予防給付（要支援） 
238 247 256 

339 352 363 428 
242 291 314 

 介護給付（要介護） 
748 791 836 

778 796 804 1,057 
780 775 774 
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シ 特定福祉用具購入・介護予防特定福祉用具購入 
利用者の状況に合わせた適切な福祉用具（入浴や排せつに係るものなど）の購入

費を補助することにより、日常生活における自立支援および介護者の負担軽減を図

るサービスです。福祉用具購入の対象となるものは、その用途が「貸与になじまな

いもの」とされています。 

 
図表 5-1-12 特定福祉用具購入・介護予防特定福祉用具購入の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

特定福祉用具購入 
21 21 22 

22 23 24 26 
20 19 18 

 予防給付（要支援） 
5 5 5 

8 8 9 11 
7 6 5 

 介護給付（要介護） 
16 16 17 

14 15 15 16 
13 13 13 

 

 

ス 居宅介護住宅改修・介護予防住宅改修 
在宅の利用者が、自宅で生活が続けられるように、住宅の改修を行うサービスで

す。ケアマネジャーなどにより、住宅改修が必要な理由書を作成し、改修を行いま

す。 

 
図表 5-1-13 居宅介護住宅改修・介護予防住宅改修の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

居宅介護住宅改修 
28 29 31 

32 34 36 42 
23 22 30 

 予防給付（要支援） 
14 15 15 

11 12 13 15 
10 11 10 

 介護給付（要介護） 
14 14 16 

21 22 23 27 
13 11 20 
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セ 居宅介護支援・介護予防支援 
介護を必要とされる方が、自宅で適切にサービスを利用できるよう、ケアマネ

ジャーが心身の状況、生活環境および利用者・家族の希望などを踏まえ、ケアプラ

ン（居宅サービス計画・介護予防サービス計画）の作成や、ケアプランに位置づけ

たサービスを提供する事業所などとの連絡および調整などを行います。 

制度上「居宅」とされる住宅型有料老人ホームまたはサービス付き高齢者向け住

宅などの利用者（入居者）も利用します。 

 
図表 5-1-14 居宅介護支援・介護予防支援の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

居宅介護支援・ 

介護予防支援 

1,611 1,695 1,779 
1,675 1,711 1,743 2,204 

1,585 1,608 1,630 

 予防給付（要支援） 
351 364 378 

513 540 560 651 
377 437 475 

 介護給付（要介護） 
1,260 1,331 1,401 

1,162 1,171 1,183 1,553 
1,208 1,171 1,155 
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２ 地域の実情に合わせたサービスの体制整備 

(1) 地域密着型サービス 
 

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
日中･夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携しながら、

定期巡回と随時の対応を行います。 

1 つの事業所で訪問介護と訪問看護を一体的に提供する「一体型」と、訪問介護を

行う事業者が地域の訪問看護事業所と連携をしてサービスを提供する「連携型」が

あります。 

 
図表 5-1-15 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

55 58 61 
50 51 52 67 

45 45 48 

 

 

イ 地域密着型通所介護 
利用定員 18 人以下の小規模のデイサービスセンターなどにおいて、食事、入浴お

よびその他の必要な日常生活上の支援および生活機能訓練などを日帰りで提供する

サービスで、利用者の心身機能の維持向上および家族の負担軽減を図ります。 

 
図表 5-1-16 地域密着型通所介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

地域密着型通所介護 
165 173 184 

138 141 145 185 
143 136 134 
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ウ 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 
デイサービスセンターまたは特別養護老人ホームなどにおいて、認知症の利用者

に対し、入浴、排せつおよび食事などの介護、生活に関する相談、健康状態の確認

および機能訓練などを日帰りで提供するサービスです。 

 
図表 5-1-17 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

認知症対応型 

通所介護 

29 32 34 
21 23 24 30 

19 15 19 

 予防給付（要支援） 
0 0 0 

0 0 0 0 
0 0 0 

 介護給付（要介護） 
29 32 34 

21 23 24 30 
19 15 19 

 

 

エ 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 
通いによるサービスを中心にして、利用者の希望などに応じて、訪問および宿泊

を組み合わせて、入浴、排せつおよび食事などの介護、その他日常生活上の介助お

よび機能訓練を行うサービスです。 

 
図表 5-1-18 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

小規模多機能型 

居宅介護 

40 41 42 
42 43 45 55 

39 41 41 

 予防給付（要支援） 
6 7 7 

4 4 5 6 
6 4 4 

 介護給付（要介護） 
34 34 35 

38 39 40 49 
33 37 37 
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オ 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 
認知症の高齢者が共同で生活する住居において、入浴、排せつおよび食事などの

介護ならびにその他の日常生活上の介助および機能訓練を行います。 

少人数（5～9人）の家庭的な雰囲気の中で、症状の進行を遅らせて、できる限り

自立した生活が送れるようになることをめざします。 

 
図表 5-1-19 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

認知症対応型 

共同生活介護 

198 199 200 
185 187 189 280 

196 194 197 

 予防給付（要支援） 
0 0 0 

0 0 0 0 
0 0 0 

 介護給付（要介護） 
198 199 200 

185 187 189 280 
196 194 197 

 

 

カ 看護小規模多機能型居宅介護 
「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」を組み合わせて提供するサービスで、

要介護度が高く、医療的なケアを必要とする方が、住み慣れた家および地域で安心

して生活することが可能になります。 

 
図表 5-1-20 看護小規模多機能型居宅介護の実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

看護小規模多機能型 

居宅介護 

25 26 28 
24 25 26 33 

18 21 21 
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(2) 施設サービス 
ア 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

寝たきりまたは認知症などで、常に介護が必要で自宅での生活が難しい方のため

の施設です。入所により、入浴、排せつおよび食事などの介護ならびに機能訓練、

健康管理および療養上の介助などが受けられます。介護老人福祉施設は老人福祉法

では、特別養護老人ホームと呼ばれています。 

 
図表 5-1-22 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の利用実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

232 237 239 
247 250 254 351 

234 237 233 

 

イ 介護老人保健施設（老人保健施設） 
入所者に対して機能訓練などの医療サービスを提供し、家庭への復帰をめざす施

設です。 

利用者の状態に合わせた施設サービス計画（ケアプラン）に基づき、医学的管理

のもとで、看護、機能訓練ならびに食事、入浴および排せつなどの日常生活上の介

護を受けることができます。 

 
図表 5-1-23 介護老人保健施設（老人保健施設）の利用実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

介護老人保健施設 

（老人保健施設） 

99 101 103 
115 116 120 157 

92 102 108 
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ウ 介護医療院 
慢性期の医療および介護ニーズに対応するため、日常的に医学的管理が必要な重

度の介護者の受入れおよび看取りなどの機能と、生活施設としての機能を兼ね備え

た施設です。 

 
図表 5-1-24 介護医療院の利用実績と見込み 

（単位：人/月）    

 
第 8 期 第 9 期 第 14 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R22 年度 

介護医療院 
47 49 51 

43 45 47 57 
43 41 38 
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(3) サービス基盤整備状況 

図表 5-1-25 サービス基盤整備状況 

圏域 施設種類 施設数 定員 （人） 

東部地区 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 3 54 

小規模多機能型居宅介護 1 24 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 2 150 

介護老人保健施設 0 0 

介護医療院 0 0 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 1 25 

西の里地区 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 2 36 

小規模多機能型居宅介護 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1 105 

介護老人保健施設 0 0 

介護医療院 1 43 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 1 50 

西地区 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 3 63 

小規模多機能型居宅介護 1 29 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 0 0 

介護老人保健施設 1 100 

介護医療院 1 136 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 2 100 

北広島団地 A 地区 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1 18 

小規模多機能型居宅介護 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 0 0 

介護老人保健施設 0 0 

介護医療院 0 0 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 0 0 

北広島団地 B 地区 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 2 36 

小規模多機能型居宅介護 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 1 29 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 0 0 

介護老人保健施設 0 0 

介護医療院 0 0 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 0 0 

計 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 11 207 

小規模多機能型居宅介護 2 53 

看護小規模多機能型居宅介護 1 29 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 3 255 

介護老人保健施設 1 100 

介護医療院 2 179 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 4 175 

（注 1） 令和 5 年 9 月 30 日現在の値  
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(4) 介護給付見込み量確保の方策 
本市においては、第 3 期介護保険事業計画から、給付見込み量の確保および質の

向上を図ることを目的として、計画的に地域密着型サービス事業所および介護保険

施設等の整備を行ってきました。 

第 9 期計画期間では、いわゆる団塊の世代全てが 75 歳以上となる 2025 年（令和

7年）を迎えることになり、今後も高齢者数は増加し、高齢者人口がピークを迎える

2040 年（令和 22 年）を見据えた介護サービス基盤整備の重要性が高まっている状

況にあります。また、今後のサービス必要量、介護離職ゼロの実現に向けた基盤整

備、施設待機者調査および高齢者の住まいの安定的な確保などを総合的に考慮した

うえで、第 9期計画期間においては以下のとおり、施設整備の検討を行います。 

 

 

ア （地域密着型）特定施設入居者生活介護の公募の実施 
（地域密着型）特定施設入居者生活介護について、定員総数 100 名程度の公募を

実施します。事業者から応募があった場合には、適切な事業者の選考を図ります。 

 

 

イ その他の施設 
ア以外の施設の整備については、必要性が高まった場合、計画期間中においても

適宜検討を行います。なお、募集の実施にあたっては、北広島市保健福祉計画検討

委員会高齢福祉部会に意見を求めることとします。 
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重点課題２ 介護保険サービスの基盤強化 
 
１ 人材確保対策 

介護人材については、多くの市内介護サービス提供事業者において人材確保に向

けた募集等を行っているものの、人材確保が難しい状況にあり、事業を運営する上

で大きな課題となっています。地域住民に対し、介護人材の成り手が不足している

現状等を理解してもらうための取り組み、外国人材の受入れ環境の整備、若手人材

の育成や資格取得支援など、多様化・高度化・複雑化していく介護のニーズに的確

に対応していくためには、介護人材の量的な確保を進めるだけでなく、提供するサー

ビスの質の維持・向上も必要不可欠であるところです。そのため、市・地域住民・介

護事業所が一体となり相互に協力し、今後より一層、市全体で人材確保について検

討する必要があります。 

 

 

(１) 市民ソーシャルワーカー養成講座 
これまで、くらしサポーター研修で実施していた高齢者支援の内容に加え、高齢

者以外で支援を必要としている方への支援等についても理解を深め、幅広く助け合

える地域づくりを目指す内容で令和 4 年度から実施しています。引き続き、地域共

生について学べる場を提供し、多くの方に受講いただけるよう周知などに努めます。 

 
図表 5-2-1 市民ソーシャルワーカー養成講座の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

市民ソーシャル

ワーカー養成講座 

実施回数（回） 

（注１） 

1 1 1 
1 1 1 

中止 1 1 

参加者数 

（注１） 

20 20 20 
30 30 30 

中止 34 30 

（注１） 令和３年度は新型コロナウイルス感染症による中止 
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(2) 合同就職説明会 
市内の介護従事者確保のため、就労に向けた情報を提供するとともに、参加者が

法人の理念や就業規則、施設の様子や人間関係などの情報を得たうえで、多角的な

視点から就労先を決定できるような場の提供を検討していきます。また、小学生か

ら高校生といった幅広く若い世代に介護分野への興味を持ってもらえるような取組

も検討していきます。 

 

図表 5-2-2 合同就職説明会の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

合同就職説明会 

開催回数 （回） 
1 1 1 

1 1 1 
0 0 0 

参加者数 
50 50 50 

50 50 50 
0 0 0 

参加事業者数 

（か所） 

15 15 15 
15 15 15 

0 0 0 

 

 

(3) 介護従事者フォローアップ研修事業 
介護保険制度の円滑な運営のための体制づくり、地域の支え合いおよび住みよい

地域づくりをめざし、介護サービスに関わる事業者および介護施設などが相互に連

携し、サービス内容の充実および介護従事者の資質向上を図るため、本市において

介護サービス事業所などが加入して組織する団体である北広島市介護サービス連絡

協議会を支援します。 

介護サービス事業者を取りまとめる団体を支援することで、関係機関との連携お

よび介護保険事業の円滑な運営につながっていることから、事業を継続して実施し

ます。 
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(4) 福祉人材確保対策就労支援金 
平成 30 年 7 月から市内事業所または施設に新規に就労する方に対し、支援金を支

給することにより、サービス提供体制の確保を図ります。また、市内への定住を促

進するため、6か月就労継続者または市外からの転入者に対しては、支援金を加算し

ます。 

人材確保対策に有効な事業と考えられることから、事業を継続して実施するとと

もに就労継続および離職防止による人材確保などの仕組みについても検討していき

ます。 

 

図表 5-2-3 福祉人材確保対策就労支援金の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

福祉人材確保対策

就労支援金 
新規就労人数 

80 80 80 
80 80 80 

84 74 80 

 

 

(5) 介護現場の業務効率化支援 
介護サービス事業所における文書負担軽減については、国が示す事業所指定等に

関する届出の標準様式化と「電子申請・届出システム」の使用が令和 8 年度から原

則化となる予定です。 

文書作成の負担軽減を進めることは、介護職員のケアの質の向上、確保に資する

ことから、本計画期間中に環境の整備を行い、介護事業者に対し、わかりやすい情

報提供、普及啓発に努めてまいります。 
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第６章 安心して暮らせる環境づくりの推進 
 
重点課題 1 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 
１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

(１) 高齢者サービス啓発事業 
高齢者が利用できる各種制度の紹介や暮らしの情報を提供するため、「高齢者サー

ビスガイド」を発行しています。介護保険制度やボランティア団体等を紹介し、高

齢者の介護予防の促進、閉じこもり予防、生きがいづくりに利用していただくもの

です。 

令和 5 年度からは、官民協働によりサービスガイドを作成し、発行部数の増刷、

冊子のカラー印刷および発行費用の削減を行いました。引き続き最新の情報の提供

とわかりやすい誌面構成を図ります。 

 

図表 6-1-1 高齢者サービス啓発事業の実績と見込み 

（単位：部） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

高齢者サービス 

啓発事業 

サービスガイド 

発行部数 

6,000 6,000 6,000 
4,000 4,000 4,000 

3,000 3,000 4,000 
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(２) 高齢者実態把握事業 
高齢者の生活実態を把握するために「65 歳到達者」、「75 歳到達者」および「65 歳

以上の転入者」を対象に、民生委員児童委員と連携を図り、高齢者の健康と生活状

況を個別訪問により調査し、必要に応じて相談支援へつなぐ対応を行っています。

高齢者の情報を一元的に管理し、市と高齢者支援センターが情報を共有することで、

高齢者の状況に応じた相談などの対応ができ、適切で効率的な支援につながってい

ます。 

 

図表 6-1-2 高齢者実態把握事業の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

高齢者 

実態把握事業 

実態調査件数 
1,900 1,900 2,000 

1,930 2,100 1,900 
1,634 1,731 1,785 

 
65 歳到達者 

1,000 900 850 
800 780 770 

 855 816 715 

 
75 歳到達者 

900 1,000 1,150 
1,000 1,190 1,000 

 659 788 935 

 
65 歳以上転入者 120 127 135 130 130 130 
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(３) 高齢者等地域見守り事業 
ひとり暮らしの高齢者の増加に伴い、高齢者の孤立死が発生していることから、

介護事業者、郵便局、配食業者および新聞販売店などの高齢者の自宅を訪問する事

業者の幅広いネットワークを活用し、高齢者の生活に異変を感じた場合に、市また

は高齢者支援センターに連絡をしてもらい、安否の確認を行います。 

今後も協力機関へ呼び掛けを行い、自治会および町内会などとの協働により事業

を継続して実施します。 

 
図表 6-1-3 高齢者等地域見守り事業の実績と見込み 

（単位：か所） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

高齢者等 

地域見守り事業 
協力機関数 

25 25 25 
37 39 41 

36 36 36 

 

 

(４) 総合相談事業 
高齢者支援センターおよび関係機関と連携を図りながら、市の保健師、社会福祉

士が窓口、電話および家庭訪問により、高齢者と家族の健康、福祉および介護に関

わる相談に対応します。 

令和 4 年度から保健福祉部に福祉総合相談室を設置し、家庭児童を含め、障がい

者、高齢者の複雑かつ多様なニーズ・課題を抱えている家庭の相談を包括的に受け

止め、各種支援機関と連携を図り、相談に対応します。 

 

図表 6-1-4 窓口・総合相談事業の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

総合相談事業 相談延べ件数 
2,500 2,500 2,500 

2,000 2,000 2,000 
1,774 2,012 1,100 
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(５) 高齢者支援センターの運営 
高齢者やその家族が安心して地域で生活できるよう、健康、医療、介護、福祉、生

活支援および住まいなどに関する相談や各種サービスの調整など、総合的に支援す

る機関として設置します。 

市内 4 か所の高齢者支援センターに保健師、社会福祉士および主任介護支援専門

員の三職種を配置し、総合相談支援業務、権利擁護業務および包括的・継続的ケア

マネジメント業務を行います。また、予防給付（要支援 1・2の方および事業対象者）

のケアマネジメントを行う指定介護予防支援事業所の機能も担います。 

今後も後期高齢者人口の増加に伴う相談件数や予防給付のケアマネジメント数の

増加に対応できるよう、職員の計画的な配置を検討し、高齢者支援センターの運営

体制の充実を図ります。 

また、介護者の相談支援ニーズにできるだけ早期に気づき、要介護者と共に介護

者が自分らしい人生や安心した生活を送れるよう、介護者が相談しやすい場所を確

保するとともに、多機関専門職等との連携を推進し、家族介護者への相談支援に取

り組みます。 

 
図表 6-1-5 高齢者支援センターの運営の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

高齢者支援 

センターの運営 

職員数 （人工） 
24.5 25.5 27 

28.0 29.0 29.0 
25 26 27 

総合相談延べ 

件数 
- - - 22,850 23,200 23,550 

ケアマネジメント 

延べ件数 

6,500 6,500 6,500 
8,500 8,800 8,900 

7,129 7,865 8,260 

ケアマネジメント 

管理延べ件数 

8,600 8,700 8,900 
10,000 10,300 10,500 

8,775 9,476 9,860 
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(６) 生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置 
住み慣れた地域で高齢者の日常生活を支え合う体制づくりをめざし、各地域にお

ける課題および資源を把握し、課題を解決するために、高齢者支援センターが事務

局となって地域住民、介護事業所職員および行政職員などが話し合いなどを行う場

（第 2 層協議体）を日常生活圏域 5 カ所に設置し、協議体をけん引するとともに、

生活支援ニーズと社会資源やサービスのマッチングなどを担う「第 2 層生活支援

コーディネーター」を各高齢者支援センターに配置しています。 

また、北広島市内全域を対象とした協議体（第 1 層協議体）の運営や第 2 層の協

議体およびコーディネーターの活動を支援する「第 1層生活支援コーディネーター」

を配置しています。 

 

図表 6-1-6 生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

生活支援コー

ディネーターの

配置と協議体

の設置 

生活支援コーディネーター 
6 6 6 

6 6 6 
6 6 6 

 
第 1 層生活支援
コーディネーター 

1 1 1 
1 1 1 

1 1 1 

 
第 2 層生活支援
コーディネーター 

5 5 5 
5 5 5 

5 5 5 

協議体数（か所） 
6 6 6 

6 6 6 
6 6 6 

 第 1 層協議体 
1 1 1 

1 1 1 
1 1 1 

 第 2 層協議体 
5 5 5 

5 5 5 
5 5 5 
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(７) 地域ケア会議の開催 
地域包括ケアシステムの実現に向け、高齢者個人への支援の充実と、それを支え

る社会基盤の整備を進めることを目的に、地域ケア個別会議および自立支援ケア会

議を開催しています。多職種が協働して支援内容を検討し、その検討結果から共通

の要因を探り、地域づくりや新たな資源開発および政策形成につなげます。 

自立支援ケア会議では、リハビリテーション専門職等の視点を活用した事例検討

の他、多職種がそれぞれの専門性に基づいて高齢者の自立支援を考え、意見交換を

行う統括会議を開催しています。 

 
図表 6-1-7 地域ケア会議の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

地域ケア会議

の開催 

地域ケア個別会議（困難事例の検討含む） 

 

市主催 

回数（回） 
2 2 2 

2 2 2 
 2 2 2 

 検討件数 

（件） 

2 2 2 
2 2 2 

 2 2 2 

 
参加者数 

20 20 20 
20 20 20 

 13 11 20 

 

高齢者支援 

センター主催 

回数（回） 
4 4 4 

10 10 10 
 11 7 10 

 検討件数 

（件） 

4 4 4 
10 10 10 

 11 7 10 

 
参加者数 

30 30 30 
60 60 60 

 74 47 60 

自立支援ケア会議 

回数（回） 
7 7 7 

10 10 10 
10 10 8 

検討件数 

（件） 

20 20 20 
20 20 20 

17 13 3 

参加者数 
80 80 80 

120 120 120 
163 161 128 

自立支援ケア会議 

総括会議 

回数（回） 
1 1 1 

1 1 1 
1 1 1 

参加者数 
10 10 10 

20 20 20 
21 21 20 
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重点課題２ 在宅医療・介護連携を図るための体制整備 

(1) 在宅医療と介護の連携推進 
医療および介護の専門職などで構成する「北広島市在宅医療介護連携推進協議会」

を開催し、課題解決に向けた協議と、専門部会を通じた具体的な取組を進めながら、

切れ目のない医療と介護の連携を推進します。 

また、総合相談の一環として、在宅医療と介護の連携に関する相談窓口を担って

いる高齢者支援センターには、高齢者の増加に伴う相談件数の増加が見込まれるこ

とから、在宅医療介護連携コーディネーターを計画的に配置していきます。 

 
図表 6-2-1 在宅医療介護連携推進協議会等の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

在
宅
医
療
と
介
護
の
連
携
推
進 

在宅医療介護連携推進協議会  

  
全体会 

実施回数 

（回） 

3 3 3 
3 3 3 

  3 3 3 

  
研修企画部会 

実施回数 

（回） 

2 2 2 
3 3 3 

  3 3 3 

 認知症部会 

（注 1） 

実施回数 

（回） 

2 2 2 
3 3 3 

 3 3 3 

  
市民周知部会 

実施回数 

（回） 

2 2 2 
3 3 3 

  3 3 3 

在宅医療・介護連携

に関する相談 

実件数 
350 380 410 

480 510 540 
385 389 450 

延べ件数 
900 1,000 1,100 

1,400 1,500 1,600 
965 1,217 1,300 

在宅医療介護連携

コーディネーターの配置 
人工 

- 1 2 
2 2.5 2.5 

- 1 1.5 

（注 1） 認知症初期集中支援チーム検討委員会を兼ねる 
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重点課題３ 介護に取り組む家族等への支援の充実 
 
１ 介護に取り組む家族等への支援等 

(1) 家族支援事業 
家族介護者は、支援が必要でも表面化しづらく、孤立化する傾向にあることから、

個々の状況に応じて介護者自身も支援を受けられるよう、北海道のケアラー支援推

進計画に基づき、ケアラーの早期発見および相談窓口の明確化を図ります。 

高齢者支援センターによる総合相談支援機能を活用した相談窓口の周知啓発、家

族の世話をしながらでも介護者自身の生活の質的向上および孤立化を防止するため、

認知症カフェ等の既存の資源を活用した家族介護者の交流の場の整備を推進します。 

 

 

(2) 紙おむつ購入費の助成 
在宅で寝たきりの高齢者または重度身体・知的障がい者で常時おむつを使用して

いる方を対象に、「紙おむつ購入助成券」を交付し、紙おむつの購入費を助成します。 

令和 3 年度から、一部地域支援事業の対象外となっているところであり、今後も

国の動向を注視していきます。 

 
図表 6-3-1 おむつサービス事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

おむつサービス事業 利用者数 
216 216 216 

260 260 260 
245 216 259 

 

 

(3) 指定ごみ袋の助成 
常時紙おむつを使用している方に指定ごみ袋を一定枚数交付します。交付対象と

なる方は、次のいずれかに該当する方です。 

 

① 北広島市紙おむつ購入助成券の交付を受けている方 

② 要介護 4以上の認定を受けている方 
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重点課題４ 高齢者虐待の防止と権利擁護の推進 
 
１ 高齢者虐待防止の取組 

(1) 高齢者虐待防止ネットワーク事業 
高齢者虐待防止への理解を広めるとともに、家庭および施設内において虐待の早

期発見・早期対応が図れるよう、高齢者支援センター、警察、消防、介護事業所およ

び民生委員児童委員などとの連携および継続的な会議や研修を行います。 

また、虐待に関する相談や支援は、対応マニュアルに基づき、個々にケース会議

などを開催し、支援の方向性や関係機関との役割分担を明確にし、迅速かつ適切な

対応に努めます。 

 
図表 6-4-1 高齢者虐待防止ネットワーク事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

高齢者虐待防止 

ネットワーク事業 

相談延べ件数 
（件） 

20 20 20 
15 15 15 

12 9 12 

虐待認定件数  
（件） 

10 10 10 
5 5 5 

6 2 3 

研修会実施回数
（回） 

1 1 1 
1 1 1 

1 1 1 

研修会参加者数 
50 60 60 

60 60 60 
67 28 60 

 

 

(２) 高齢者虐待防止法に規定する「養護者」や「養介護施設」以外からの虐待等権利侵害へ
の防止対策 
養護・被養護の関係にない 65 歳以上の夫婦間での暴力や、中高年の子どもの世

話をしている高齢の親が子どもから受ける暴力、セルフネグレクト等の高齢者が

受ける権利侵害においても、高齢者支援センター、警察、消防、介護事業所およ

び民生委員児童委員などと連携を図り、防止に努めます。 

また、施設虐待においては、高齢者虐待防止法に規定する養介護施設だけではな

く、サービス付き高齢者向け住宅等も含め、北海道と協働して虐待防止対策を推進

します。 
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２ 権利擁護体制の充実 

(1) 成年後見センターの運営 
認知症、知的障がいおよび精神障がいにより判断力が不十分な方が、住み慣れた

地域で安心して生活が続けられるよう、北広島市成年後見センターにおいて、相談

支援、成年後見制度利用支援、市民後見人の育成および普及啓発などを行うととも

に、社会福祉協議会事業である日常生活自立支援事業および法人後見事業と連携を

図り、一体的かつ継続的な権利擁護支援を行います。 

今後は、成年後見制度利用促進に向け、弁護士や司法書士等の専門家を加えたチー

ム支援の充実を図り、成年後見センターの更なる体制強化と後見人を支援する機能

を加えた地域連携ネットワークを担う中核機関を設置します。 

 

図表 6-4-2 成年後見センターの運営の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

成年後見センター 

の運営 

相談延べ件数 （件） 
800 850 900 

1,500 1,550 1,600 
899 1,590 1,023 

 後見人支援に関する
相談延べ件数（件） 

- - - 10 10 10 
 

専門家相談会（回） - - - 6 6 6 

市民後見人フォロー 
アップ講座開催回数 
（回）（注１） 

2 2 2 
2 2 2 

中止 中止 2 

周知・啓発（回）（注１） 
15 15 15 

15 15 15 
2 中止 2 

（注１） 新型コロナウイルス感染症による中止 
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(2) 成年後見制度利用支援事業 
認知症、精神障がいおよび知的障がいなどにより、判断力が不十分な方が、財産

の取引きおよび福祉サービス利用などの各種手続きを行うときに、不利な契約を結

ばれないよう支援する成年後見制度の利用促進を図るため、申立てする親族がいな

い場合の市長申立て、報酬などの費用助成を行います。 

また、自らの意思が尊重され尊厳ある生活ができるようマイエンディングノート

を作成し、配布します。 

 

図表 6-4-3 成年後見制度利用支援事業(高齢者分)の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

成年後見制度 

利用支援事業 

（高齢者分） 

市長申立件数 
3 3 3 

3 4 5 
1 1 3 

報酬等の 

助成件数 

7 8 9 
12 13 14 

6 12 10 

マイエンディング 

ノート作成（部） 

2,000 2,000 2,000 
2,000 2,000 2,000 

2,000 2,000 2,000 
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重点課題 5 高齢者が安心できる居住環境確保 
 
１ 高齢者の居住環境の整備 

図表 6-5-1 サービス付き高齢者向け住宅および有料老人ホーム等の設置状況 

（単位：か所） 

種別 施設数 定員 （人） 住宅戸数（戸） 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設） 2 100 100 

サービス付き高齢者向け住宅 4 227 160 

有料老人ホーム（特定施設） 1 25 － 

有料老人ホーム 8 233 － 

軽費老人ホーム（特定施設） 1 50 － 

計 16 597 － 

（注 1） 令和 5 年 9 月 30 日現在の値 

 

(1) サービス付き高齢者向け住宅の適正な運用 
高齢者の居住の安定を確保するため、バリアフリー構造などを有し、見守りおよ

び健康相談など高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢者向け住

宅」が、市内において適切なサービスの提供と供給が図られるよう連携をしていき

ます。 

 

(2) 住宅改修支援事業 
介護保険の介護給付および予防給付における住宅改修を円滑に進めるため、ケア

マネジャー業務のうち、介護報酬に対応していない住宅改修の申請書に添付する理

由書を作成する業務に対して手数料を支払います。  

 

図表 6-5-2 住宅改修支援事業の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

住宅改修支援 

事業 
該当件数 

101 106 111 
97 99 101 

99 95 108 
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(3) 緊急通報システム 
ひとり暮らしの高齢者または重度身体障がい者の方で持病のある方および健康上

の不安のある方に、緊急事態を通報できる装置とペンダント型発信機を貸与します。

あわせて火災およびガス漏れセンサーを設置することができます。 

委託事業者への通報により、協力員および緊急時には消防署へ救援出動を要請す

るものです。また、毎月 1回、利用者の安否確認の電話サービスを行います。 

令和 3 年度から携帯型端末を導入し、従来の固定型端末か携帯型端末を選べるよ

うになり、利用者の利便性を図っています。 

緊急時に有効な装置であることから、引き続き事業を継続していきます。 

 
図表 6-5-3 緊急通報システムの実績と見込み 

（単位：世帯） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

緊急通報システム 

新規設置数 

（か所） 

15 15 15 
10 10 10 

11 5 2 

利用世帯数 
84 84 84 

84 84 84 
73 65 65 
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(4) 救急情報キット・エルフィンバトン普及事業 
救急時に活用する医療情報などを記入するカードと、冷蔵庫に収納する筒型ケー

ス（エルフィンバトン）を配布します。救急医療の現場で、本人が話せない状況で

も、本人の持病および服薬などの情報を医療従事者などに正確に伝えることができ

るものです。 

これまでは、世帯構成に関わらず、75 歳到達者への全戸配布と希望する 65 歳以

上の高齢者に配布していましたが、今後は効率的な配布を考え、75 歳到達者のうち

「ひとり暮らし世帯」へ全戸配布するほか、高齢者や障がい者で希望する世帯へ配

布します。 

 

図表 6-5-4 救急情報キット・エルフィンバトン普及事業の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

救急情報キット・ 
エルフィンバトン 
普及事業 

配布件数（各年） 
600 890 1,000 

450 450 450 
323 723 110 
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２ まちづくりの整備促進 

(1) 住まいの相談会 
高齢者の住み替え支援や空き家の発生抑制など住まいに関連する情報発信や、北

広島不動産協会をはじめとした関連事業者と連携し相談会を行います。市民ニーズ

に応じた住環境の整備や多世代が暮らす地域形成を図り、少子高齢化が著しい北広

島団地地区の活性化はもとより、北広島市全体の活性化を図ることを目的として実

施します。 

 
 

(2) 空き地・空き家バンク制度 
土地の有効利用や家屋の再生を地域全体に広め、他の地域から市内への移住や定

住を促進し、地域の活性化を図ることを目的とした制度です。 

市内に空き地・空き家（今後、転居などで空き地・空き家となる予定の物件を含

む）を所有し、その物件を売りたい（貸したい）方と買いたい（借りたい）方を結

び付けます。 

空き地・空き家の情報を市に登録し、物件情報を市のホームページなどで提供し

ます。 

情報提供後の物件に係る交渉および契約などは、当事者同士で直接行います。 

 

図表 6-5-5 空き地・空き家バンク制度の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

空き地・空き家 

バンク制度 

売却・賃貸 

延べ登録件数 

10 10 10 
30 30 30 

9 0 35 

売却・賃貸 

延べ成約件数 

10 10 10 
10 10 10 

0 0 10 

購入・賃借 

延べ登録件数 

10 10 10 
10 10 10 

10 4 10 

購入・賃借 

延べ成約件数 

10 10 10 
10 10 10 

0 0 10 
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(3) 道路・交通環境の整備 
高齢者が安全に活動し生活できるように、「北広島市福祉環境整備要綱」に基づき、

段差のない、傾斜および勾配の少ない歩道の整備を進めています。 

今後も同要綱に基づき、人に優しい道路・交通環境の整備に努めます。 

 

 

(4) 公営住宅の整備 
公営住宅の整備の際には、ユニバーサルデザインやバリアフリーを導入し、安全

かつ利便性などに十分配慮した住宅を、所得が低い高齢者および障がい者に供給で

きるよう努めます。 
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３ 防災・感染症対策等の推進 

(1) 避難行動要支援者避難支援プラン制度による体制づくり 
災害に備え、要支援者の避難支援を迅速かつ的確に行うため、避難行動要支援者

避難支援プランに基づき、平常時から要支援者に関する情報を把握するとともに、

防災情報の伝達手段・伝達体制の整備および避難誘導などの支援体制を確保します。 

災害時に自力で避難することが困難な要介護者または重度の障がい者などが、地

域の中で避難の支援が受けられるようにするため、避難行動要支援者名簿を作成し、

関係機関と支援に必要な情報の共有を行います。 

また、災害時に指定一般避難所における生活が困難な高齢者や障がい者など、配慮

が必要な方への避難支援活動を円滑に行うために、指定福祉避難所と連携を図って

います。 

 

避難行動要支援者名簿の範囲 

・ 要介護 3以上の認定を受けている方 

・ 重度の障がいがある方 

・ 本人などから申し出のあった妊婦および出産後 2か月に達した月末までの方 

・ 市長が必要と認めた方 

 

 

(2) 災害対策および感染症対策に係る体制整備 
近年多発する豪雨災害などの発生や、昨今の新型コロナウイルス感染症など感染

症の流行は地域に被害をもたらし、高齢者の普段の生活が一変する状況が想定され

ます。そのような事態にあっても避難などが適切に進み、介護サービスの提供が継

続して受けられるよう、市内の介護事業者などと連携し、防災や感染症対策につい

ての周知啓発等の取組みを推進してきました。今後も更なる体制強化を図る観点か

ら、体制整備に関して介護事業者との連携を図ります。 
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第７章 認知症施策の推進 
 
重点課題 1 認知症施策の推進 

 
１ 認知症の方への理解を深めるための普及・啓発 

(1) 認知症ケアパスの普及 
認知症の方およびその家族が、いつ・どこで・どのような医療や介護などのサー

ビスを受ければよいかが理解できるように、認知症の状態に応じた適切なサービス

の流れを示す「認知症サービス一覧（認知症ケアパス）」を、高齢者サービスガイド

に掲載しています。 

今後もより多くの市民の方への普及を図るため、掲載内容等について検討してい

きます。 

 

 

(2) 地域支え合いセンターの運営 
地域支え合いセンターは、認知症サポーターを養成し、認知症の理解を深める地

域活動をサポーターが担えるよう地域展開を図るとともに、認知症支え合い事業（傾

聴ボランティアの訪問派遣事業）などの活動拠点となっています。 

今後は、おれんじメイト（認知症サポーター養成後のステップアップ講座修了者）

をけん引し、チームオレンジ活動（認知症の理解を深める普及啓発や傾聴ボランティ

アの訪問派遣等）を展開していきます。 
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図表 7-1-1 地域支え合いセンターの運営の実績と見込み 

（単位：人） 

 第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

地
域
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
の
運
営 

認知症 

サポーター 

養成講座 

サポーター養成講座

実施回数 （回） 
20 20 20 

5 5 5 
7 8 5 

サポーター養成数 
200 200 200 

180 180 180 
126 234 170 

ステップアップ講座 
実施回数 （回） 

1 1 1 
2 2 2 

0 3 2 

ステップアップ講座 
受講者数 

5 5 5 
30 30 30 

0 22 65 

ステップアップ講座
修了登録延べ人数 
（おれんじメイト） 

140 140 140 
120 130 140 

141 80 87 

チームオレンジ

活動 

チーム数 - - - 8 8 8 

活動者数 - - - 160 160 160 
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２ 認知症の早期発見・早期対応 

認知機能の低下や認知症の方の早期発見・早期対応のため、認知症サポート医や

かかりつけ医、高齢者支援センター、認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援

チーム等との連携を強化します。 

 

(1) 認知症地域支援推進員 
地域支え合いセンターおよび市に認知症地域支援推進員を配置し，認知症の人と   

その家族の支援，地域で支える仕組みづくり，地域にある様々な支援団体との連携

の推進や，地域に向けた認知症に関する理解促進のための普及啓発活動等を行いま

す。  

 
図表 7-2-1 認知症地域支援推進員の実績と見込み 

（単位：人） 

 第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

認知症地域支援推進員数 
- - - 

3 3 3 
3 3 3 

 

(2) 認知症初期集中支援チーム 
認知症または認知症が疑われる方で、医療や介護サービスを受けていない 40 歳以

上の方等を対象に、チーム員（認知症サポート医、医療系専門職および介護系専門

職の計 3 人）が、対象者の把握、情報収集、支援方法の検討および家庭訪問などを

行い、高齢者支援センターなどと連携しながら集中的かつ包括的な支援を実施しま

す。 

 
図表 7-1-2 認知症初期集中支援チームの実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

認知症初期 

集中支援チーム 

チーム員会議 

（回） 

4 4 4 
4 4 4 

6 3 4 

検討実人数 
4 4 4 

4 4 4 
7 3 4 

訪問支援 

対象者数 

1 1 1 
1 1 1 

0 0 0 

認知症初期集中

支援チーム検討

委員会（回） 

1 1 1 
1 1 1 

1 1 1 
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(3)若年性認知症の実態把握と支援体制の検討 
若年性認知症の実態を把握し、若年性認知症の人が発症後早期から相談・支援につ

ながるよう，医療・介護・障がい等の関係者との連携に加え、認知症地域支援推進員、

更には北海道が配置する若年性認知症コーディネーターとの支援体制を検討します。 

 

(4) 在宅医療と介護の連携推進（再掲） 
医療および介護の専門職などで構成する「北広島市在宅医療介護連携推進協議会」

の専門部会に位置付けている「認知症部会」において、医療と介護の連携による認

知症への具体的な取組を進めていきます。 
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３ 認知症バリアフリー化の推進 

認知症の発症後、生活機能の障がいが進行していく中で、状態にあわせて適切な支

援を受けながら、「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地

域で普通に暮らし続けることができる社会」を実現するため、生活のあらゆる場面で

障壁を取り除く、「認知症バリアフリー化」を推進します。 

 

(1) 認知症カフェ 
認知症の方とその家族が、専門職やボランティアとともに気軽に集える場として

認知症カフェがあります。家族介護者への支援も重視し、家族介護者が気軽に相談、

息抜きできる場としての活用を図ります。多くの方が参加できるよう、事業の周知

に努めていきます。 

 

図表 7-1-3 認知症カフェの実績と見込み 

（単位：か所） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

認知症カフェ 開設数 
5 5 5 

5 5 5 
4 4 4 
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(2) 認知症高齢者等 SOS ネットワーク事業 
行方不明になった認知症高齢者などを保護するため、警察、市、介護事業所、タ

クシーおよびバス事業者などの関係機関が連携し、捜索するネットワークです。 

SOS ネットワークに事前登録した方を対象に、日常生活における偶然の事故によ

り損害を与えた場合に、補償する個人賠償責任保険への加入を行っており、保険料

は市が負担しています。 

行方不明者が発生した場合、これまでは事前に登録されたメールアドレスに行方

不明者の情報を配信するサービスを実施していましたが、令和 5 年度からは、LINE

での配信を実施しています。 

また、認知症高齢者などの情報を把握することは、行方不明者が発生した場合に

有効と考えられることから、今後も普及に向けた周知などに努めます。 

 
図表 7-1-4 認知症高齢者等 SOS ネットワーク事業の実績と見込み 

（単位：人） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

認知症高齢者等 

SOS ネットワーク 

事業 

新規事前 

登録者数 

25 25 25 
25 25 25 

19 33 25 

LINE 配信登録者 

（注１） 

420 520 620 
500 600 700 

402 433 240 

協力機関数 

（か所） 

50 50 50 
52 54 56 

41 39 39 

捜索模擬訓練 

参加者数 

50 50 50 
50 50 50 

0 0 0 

個人賠償責任 

保険加入者数 

155 155 155 
155 155 155 

106 120 136 

（注１） 令和 4 年度まではメール配信登録者数 
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(3) いどころ発信システム助成事業 
行方不明となるおそれのある認知症高齢者などを在宅で介護する方に、居場所を

発見できる発信機を購入する際の初期費用の一部を助成します。 

いどころ発信システムの導入により、認知症の方を介護する家族の不安解消、行

方不明時の早期発見・保護および事故の未然防止につながることから、今後も普及

に向けたＰＲ等に努めます。また、認知症高齢者とその家族が安心して生活を送る

ことに貢献する事業であることから、より活用してもらえる方策を検討していきま

す。 

図表 7-1-5 いどころ発信システム助成事業の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

いどころ発信システム 

助成事業 
助成件数 

8 8 8 
8 8 8 

1 0 1 

 

 

(4) 家族支援事業（再掲） 
認知症の方を介護する家族介護者自身も支援を受けられるよう、高齢者支援セン

ターと連携して、家族の世話をしながらでも介護者自身の生活の質的向上および孤

立化を防止するための取組を進めていきます。 

 

 

(5) 相談体制の充実（総合相談事業（再掲）） 
高齢者支援センターおよび関係機関と連携を図りながら、福祉総合相談室の保健

師や社会福祉士が、窓口、電話および家庭訪問により、認知症の方やその家族から

の相談に対応します。 
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第８章 適切な介護保険事業の運営 
 
重点課題１ 効果的・効率的な介護給付の推進 

 
１ 低所得者対策の推進 

(1) 介護サービス利用者の軽減対策 
所得が低く生活困窮となっている方に対して、介護保険サービスの利用促進を図

るために、介護サービスを行う社会福祉法人が、その社会的な役割の一環として、

当該法人の負担により（一部公的補助あり）、利用者負担額を軽減するものです。 

当該法人が提供する訪問介護、通所介護、短期入所生活介護および特別養護老人

ホームなどのサービスに関する利用者負担について原則 4 分の 1（生活保護受給者

は、個室の居住費（短期入所生活介護の滞在費を含む）の全額）を軽減しており、今

後も引き続き軽減対策が実施されるよう関係機関と連携を図っていきます。 

 

２ 介護保険の質的向上 

(1) 介護給付に要する費用の適正化 
介護給付の適正化は、介護保険制度の信頼性を高め、持続可能な制度運営につな

がります。今後、ますます増加する高齢者人口、地域実情にあわせた地域包括ケア

システムを深化・推進していくうえで、必要な給付を適切に提供するための適正化

事業をさらに推進していくことが求められることから、適正化事業について主体的

に取り組んでいきます。 

 
ア 要介護認定の適正化 

市では要介護認定の更新申請および区分変更申請に係る認定調査業務の一部を指

定居宅介護支援事業所等に委託しており、認定調査の内容について、市職員が書面

等により審査点検することにより、適切かつ公平な要介護認定申請の確保を図りま

す。 

図表 8-1-1 要介護認定の適正化の実績と見込み 

（単位：％） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

要介護認定の適正化 点検率 
- - - 

100 100 100 
100 100 100 
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イ ケアプランの点検 
介護支援専門員が作成した居宅サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容

について、事業者に資料提出を求め、外部講師等の第三者が点検および支援を行うこ

とにより、個々の受給者が真に必要とする過不足のないサービス提供を確保すると

ともに、その状態に適合していないサービス提供等の改善を図ります。 

 
図表 8-1-2 ケアプランの点検の実績と見込み 

（単位：件） 

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

ケアプランの点検 

実施件数 
- - - 

15 15 15 
30 19 14 

研修会 

開催回数（回） 

- - - 
1 1 1 

1 1 1 

 

ウ 住宅改修・福祉用具購入等の点検 
住宅改修工事の実施にあたっては、高齢者の心身状況、家族の介護力および家屋

の構造などにより、施工する内容が異なりますが、事前に提出されるケアマネジャー

などが作成する理由書および施工業者の見積書の点検を福祉住環境コーディネー

ター等とともに実施するほか、必要に応じて住宅改修を行った利用者の自宅を訪問

し、状況確認および施工状況などの確認を行います。 

福祉用具購入等については、市職員が利用者の自宅等を訪問し、福祉用具の必要

性や利用状況等について点検することにより、個々の受給者の身体の状態に応じた

真に必要とする福祉用具の利用を進めるとともに、その状態に適合していないもの

の改善を図り、給付の適正化に努めます。 

 
図表 8-1-3 住宅改修・福祉用具購入等の点検の見込み 

（単位：件）  

 
第 8 期 第 9 期 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

住宅改修の現地調査 - - - 12 12 12 

福祉用具購入等の現地調査 - - - 12 12 12 
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エ 縦覧点検・医療情報との突合 
専任の医療事務従事者を配置し、国民健康保険団体連合会介護給付適正化システ

ムから提供される情報を活用して、請求情報の縦覧点検および介護と医療情報との

突合による請求実績の確認を行い、給付の適正化に努めます。 

 

 

(2) 介護保険サービスの給付制限 
社会保険制度の一つである介護保険は、被保険者同士が互いを支え合う相互扶助

により成り立っています。 

一定の保険料を滞納している方が保険給付を受ける際に、給付の償還払い化、一

時差止、差止額から滞納保険料を控除する措置および未納期間に応じた給付減額を

実施することで、被保険者間の公平性の確保を図ります。 

 

 

重点課題 2 医療計画との整合性の確保 
介護保険事業計画で推計しているサービスの量の見込みについては、現在のサービ

ス受給者の状況および人口動態を踏まえた自然体の推計に加えて、地域の課題やニー

ズを反映させて定めることとされています。これらの推計においては、地域医療構想

の介護施設および在宅医療などの追加的需要を踏まえるとともに、医療計画における

在宅医療の整備目標との整合性を図ります。 

 

 

重点課題 3 介護保険サービス情報の公表 
高齢者が住み慣れた地域で生活を継続していくために有益な情報と考えられる情報

を収集し、高齢者サービスガイドおよびホームページなどを活用し、公開に努めます。 

また、必要な報告などを行わない指定地域密着型サービスなどに係る事業者に対し、

指定取り消しなどの適切な対応を行います。 
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重点課題 4 介護保険制度の立案および運用に関するPDCAサイクルの推進 
地域の実態把握・課題分析を行い、高齢者の自立支援および重度化防止に関する目

標を設定し、その達成のために、介護資源の発掘や基盤整備・多職種連携の推進およ

び効率的なサービス提供などの取組を推進し、その実績評価を行います。 
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第９章 介護保険事業費の見込みと保険料 
 
第１節 給付費の見込み 

 
１ 介護給付費の見込み 

図表 9-1-1 介護給付費の見込み 

（単位：千円）    

 
第 9 期 第 14 期 

R6 年度 R7 年度 R8 年度 計 R22 年度 

居宅サービス  

 訪問介護 361,519 370,401 382,607 1,114,527 499,170 

 訪問入浴介護 13,079 13,568 14,042 40,689 18,306 

 訪問看護 153,788 158,235 161,065 473,088 209,911 

 訪問リハビリテーション 34,813 36,716 39,844 111,373 46,975 

 居宅療養管理指導 76,064 77,989 78,938 232,991 104,976 

 通所介護 351,052 359,078 364,455 1,074,585 481,995 

 通所リハビリテーション 177,059 182,003 187,014 546,076 233,189 

 短期入所生活介護 139,292 144,293 147,838 431,423 197,025 

 短期入所療養介護（老健） 20,287 20,313 20,313 60,913 28,784 

 短期入所療養介護（介護医療院） 2,561 2,564 2,564 7,689 3,255 

 特定施設入居者生活介護 284,230 289,483 396,148 969,861 489,958 

 福祉用具貸与 120,596 123,439 124,914 368,949 165,536 

 特定福祉用具購入費 6,907 7,333 7,522 21,762 8,060 

 住宅改修費 17,825 18,652 19,480 55,957 22,905 

 居宅介護支援 211,119 212,919 215,238 639,276 283,299 

地域密着型サービス  

 定期巡回・臨時対応型訪問介護看護 74,755 75,716 77,958 228,429 101,619 

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 

 地域密着型通所介護 128,404 130,593 134,510 393,507 171,908 

 認知症対応型通所介護 15,560 17,673 18,244 51,477 23,184 

 小規模多機能型居宅介護 79,051 80,616 82,643 242,310 102,481 

 認知症対応型共同生活介護 607,163 614,215 620,966 1,842,344 922,212 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 

 看護小規模多機能型居宅介護 85,849 89,525 93,092 268,466 119,257 

施設サービス  

 介護老人福祉施設 794,983 805,415 818,430 2,418,828 1,133,038 

 介護老人保健施設 419,314 423,485 438,118 1,280,917 578,893 

 介護医療院 191,566 201,255 210,537 603,358 256,323 

計 4,366,836 4,455,479 4,656,480 13,478,795 6,202,259 

（注 1） 端数処理により計が一致しない場合があります。以下、この章において同様です。 
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２ 予防給付費の見込み 

図表 9-1-2 予防給付費の見込み 

（単位：千円）    

 
第 9 期 第 14 期 

R6 年度 R7 年度 R8 年度 計 R22 年度 

居宅サービス  

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 

 介護予防訪問看護 27,476 28,732 30,565 86,773 34,842 

 介護予防訪問リハビリテーション 15,642 17,787 19,913 53,342 23,157 

 介護予防居宅療養管理指導 6,179 6,521 6,777 19,477 7,855 

 介護予防通所リハビリテーション 59,701 62,987 63,519 186,207 76,951 

 介護予防短期入所生活介護 1,090 1,091 1,091 3,272 1,764 

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0 

 短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 

 介護予防特定施設入居者生活介護 31,464 32,742 47,213 111,419 53,209 

 介護予防福祉用具貸与 20,491 21,290 21,947 63,728 25,921 

 介護予防特定福祉用具購入費 2,067 2,067 2,326 6,460 2,843 

 介護予防住宅改修費 10,951 11,623 12,295 34,869 14,826 

 介護予防支援 28,442 29,981 31,094 89,517 36,148 

地域密着型サービス  

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 2,857 2,861 3,806 9,524 4,291 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 

計 206,360 217,682 240,546 664,588 281,807 

 

 

３ 総給付費の見込み 

図表 9-1-3 総給付費の見込み 

（単位：千円）    

 

 

第 9 期 第 14 期 

R6 年度 R7 年度 R8 年度 計 R22 年度 

総給付費 4,573,196 4,673,161 4,897,026 14,143,383 6,484,066 

 介護給付費 4,366,836 4,455,479 4,656,480 13,478,795 6,202,259 

 予防給付費 206,360 217,682 240,546 664,588 281,807 
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第２節 地域支援事業費の見込み 
図表 9-2-1 地域支援事業費の見込み 

（単位：千円）    

 

 
第 9 期 第 14 期 

R6 年度 R7 年度 R8 年度 計 R22 年度 

地域支援事業費 433,053 444,793 452,494 1,330,340 560,338 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 257,505 265,442 273,139 796,086 337,393 

  訪問介護相当サービス 34,449 35,797 37,198 107,444 43,899 

  通所介護相当サービス 141,482 144,928 148,458 434,869 176,453 

  通所型サービス A 0 0 0 0 0 

  通所型サービス C 276 276 276 828 330 

  生活支援事業（配食） 5,624 5,624 5,624 16,872 5,683 

  介護予防ケアマネジメント 19,144 19,701 20,274 59,119 24,097 

  介護予防把握事業 20,638 20,965 20,965 62,568 26,692 

  介護予防普及啓発事業 7,103 7,073 7,073 21,249 9,339 

  地域介護予防活動支援事業 27,270 29,512 31,685 88,467 48,964 

  
地域リハビリテーション活動支援

事業 
352 352 352 1,056 462 

  
上記以外の介護予防・日常生活 

総合事業 
1,167 1,214 1,233 3,614 1,474 

 包括的支援事業・任意事業費 175,548 179,351 179,355 534,254 222,945 
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第３節 介護保険事業費の見込み 
標準給付費とは、総給付費に特定入所者介護サービス費等給付額（低所得者が施設

に入所あるいは短期入所サービスに滞在したときの食費・居住費の補足給付）、高額介

護サービス費等給付額（利用者が 1か月間に支払った自己負担額（1～3割）が一定の

上限額を超えた場合に払い戻される給付）、高額医療合算介護サービス費等給付額（医

療保険と介護保険の自己負担額の合計額が著しく高額になる場合に負担を軽減する給

付）および審査支払手数料（算定対象となる国保連合会に支払う手数料）を加えた費

用です。 

これに地域支援事業費と保健福祉事業を加えたものが介護保険事業の総事業費とな

ります。 

 
図表 9-3-1 第 9 期介護保険事業計画の総事業費の見込み 

（単位：千円）    

 

 

第 9 期 第 14 期 

R6 年度 R7 年度 R8 年度 計 R22 年度 

介護保険事業の総事業費 5,233,749 5,351,518 5,588,812 16,174,079 7,339,100 

 標準給付費 4,795,679 4,901,708 5,131,301 14,828,687 6,778,762 

  
総給付費 
（一定以上所得者負担の調整後） 4,573,196 4,673,161 4,897,026 14,143,383 6,484,066 

  特定入所者介護サービス費等給付額 76,660 78,752 80,726 236,138 101,513 

  高額介護サービス費等給付額 121,360 124,697 127,822 373,879 160,333 

  高額医療合算介護サービス費等給付額 19,875 20,392 20,903 61,170 26,690 

  審査支払手数料 4,587 4,706 4,824 14,117 6,160 

 地域支援事業費 433,053 444,793 452,494 1,330,340 560,338 

  介護予防・日常生活支援総合事業費 257,505 265,442 273,139 796,086 337,393 

  包括的支援事業・任意事業費 175,548 179,351 179,355 534,254 222,945 

 保健福祉事業 5,017 5,017 5,017 15,051 - 

 

 

  



第９章 介護保険事業費の見込みと保険料 

106 

第４節 介護保険料 
 
１ 保険料収納必要額 

介護保険事業に係る費用は、被保険者が納める保険料と、国ならびに都道府県およ

び市町村が応分の負担をします。 

第 9期介護保険事業計画期間中においては、第 1号被保険者（65 歳以上の方）の介

護保険料で総事業費の 23％を負担します。また、国の調整交付金の負担割合は 5％と

されていますが、市町村の実情により負担割合が増減するため、5％未満となる場合に

は不足分も介護保険料で補填する必要があります。 

 

図表 9-4-1 保険料収納必要額 

（単位：千円） 

 第 9 期  

①第 1号被保険者負担分相当額 3,731,627 
(標準給付費＋地域支援事業費)×23％

＋保健福祉事業費 

②調整交付金相当額 781,239 

(標準給付費 

 ＋介護予防・日常生活支援総合事業費)

×5％ 

③調整交付金見込額 581,402 

(標準給付費 

＋介護予防・日常生活支援総合事業費) 

×3.50％(令和 6年度) 

×3.75％(令和 7年度) 

×3.90％(令和 8年度) 

④インセンティブ交付金見込額 43,203 
保険者機能強化推進交付金 

＋保険者努力支援交付金 

⑤準備基金取崩し額 341,000  

⑥保険料収納必要額 3,547,261 ①＋②－（③＋④＋⑤） 
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２ 保険料基準額と段階設定 

保険料収納必要額をもとに第 9 期介護保険事業計画における第 1 号被保険者の保険

料基準額（月額）を算定し、第 8 期介護保険事業計画中に積み立てた介護給付費準備

基金の一部を取り崩し、基準額（月額）を 5,200 円とします。 

保険料の段階設定については、国が示す標準段階を参照するとともに、これまでの

本市の段階設定を踏まえ、第 4 段階については、負担割合を基準額の 0.85 倍としま

す。 

 

図表 9-4-2 第 9 期介護保険事業計画の保険料の段階設定と年間保険料額 

段階 対象者 保険料(円) 負担割合 

第 1段階 

生活保護を受給している方、中国残留邦人等の方々のた

めの支援給付を受けている方、老齢福祉年金受給者で世

帯全員が市町村民税非課税の方 
17,790 ×0.285 

世帯全員が市町村民税非課税で、

本人の前年の公的年金収入金額と

その他の合計所得金額(注 1)の合

計が 

80 万円以下の方 

第 2段階 
80 万円を超え 

120 万円以下の方 
30,260 ×0.485 

第 3 段階 120 万円を超える方 42,740 ×0.685 

第 4 段階 世帯の中に市町村民税課税者がい

て、本人が市町村民非課税で、本

人の前年の公的年金収入金額とそ

の他の合計所得金額(注 1)の合計

が 

80 万円以下の方 53,040 ×0.85 

第 5 段階 80 万円を超える方 62,400 ×1.0 

第 6 段階 

本人が市町村民税課税で、 

前年の合計所得金額(注 2)が 

120 万円未満の方 74,880 ×1.2 

第 7 段階 
120 万円以上 

210 万円未満の方 
81,120 ×1.3 

第 8 段階 
210 万円以上 

320 万円未満の方 
93,600 ×1.5 

第 9 段階 
320 万円以上 

420 万円未満の方 
106,080 ×1.7 

第 10 段階 
420 万円以上 

520 万円未満の方 
118,560 ×1.9 

第 11 段階 
520 万円以上 

620 万円未満の方 
131,040 ×2.1 

第 12 段階 
620 万円以上 

720 万円未満の方 
143,520 ×2.3 

第 13 段階 720 万円以上の方 149,760 ×2.4 

（注 1） 「その他の合計所得金額」とは、合計所得金額から、年金の雑所得と長期譲渡所得・短期譲渡所

得の特別控除額を控除した金額をいいます。 

（注 2） ここでいう「合計所得金額」は、合計所得金額から、長期譲渡所得・短期譲渡所得の特別控除額

を控除した金額をいいます。 
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３ 市独自減免制度の実施 

社会情勢の変化による高齢者世帯への影響や、個々の世帯事情により軽減の必要が

ある方への配慮として、第 1段階の保険料まで減額する市独自減免制度を継続します。 

介護保険料市独自減免の対象となる方は、以下のすべてを満たす方となります。 

 

① 年間収入が単身世帯で 100 万円、世帯員が 1 人増えるごとに 50 万円を加算し

た額以下であること。 

② 世帯全員の預貯金の合計額が 350 万円以下であること。 

③ 世帯が居住用資産以外に利用できる資産を所有していないこと。 

 

 

４ 令和 22 年度（2040 年度）の推計 

令和 22 年度（2040 年度）における、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの

構築を推進するための指標として、各種の推計を行います。当市における高齢者人口

の推計値としては、第 1 号被保険者数は 2万人、要介護認定者数は 5 千人を超えるも

のと推計しております。また、介護保険事業における総事業費もそれに伴い増加し、

年額約 73 億 4 千万円でピークを迎えるものと推計しており、保険料（基準月額）につ

きましては約 7千 4百円まで増加するものと推計しています。 
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第 10 章 計画の円滑な推進のために 
 
第１節 行政の役割と責任 
介護保険制度がスタートした平成 12 年の北広島市の高齢者人口は 8,288 人（9月末

時点）でしたが、令和 5 年には 19,339 人（同）となり、23 年間で 2.3 倍以上に増加

しています。 

高齢者の増加によって、要介護認定者および介護サービス利用者も増加し、これま

での高齢者福祉施策の見直しが求められています。また、国において地域支援事業の

あり方が見直しされ、専門的なサービスだけではなく、多様な担い手による生活支援

サービスを取り入れ、充実させた新たな地域支援事業を実施した地域づくりを推進す

ることが求められています。 

また、平成 30 年度に創設された保険者機能強化推進交付金および令和 2 年度に創

設された介護保険保険者努力支援交付金を活用して高齢者の自立支援・重度化防止に

向けた必要な取組を進めるとともに、新たな事業への積極的な展開を含めて、各種取

組の一層の強化を図ることが重要となっています。 

本市では、これまでの計画で構築してきた「地域包括ケアシステム」の深化・推進

を実現するため、現在抱える課題に対して多面的に取り組んでいきます。 

さらに認知症の人や認知機能が低下した高齢者の増加が見込まれる中、認知機能の

低下があっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で、よりよい環境

で暮らし続けることができ、本人や家族が状況にあわせて適切な支援が受けられるよ

うな施策の展開を図ることとします。 

高齢者の権利擁護推進のため、高齢者支援センターと連携し、虐待の防止対策の推

進と早期発見・早期対応に努めます。また、成年後見制度利用促進に向け、成年後見

センターの更なる体制の強化と後見人を支援する機能を加えた地域連携ネットワーク

を担う中核機関を設置します。 

だれもが安心して暮らすことができる地域づくりのためには、従来の社会福祉制度

や行政サービスだけでは対応が難しく、民間の参入促進はもとより、ボランティア活

動や NPO 法人などの市民主導による福祉活動の拡大も不可欠です。特に、ともに支え

合う地域づくりを推進するためには、地域住民の理解と協力が必須となります。 

行政としても地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、支え合う地域づくりに

対しての地域住民への普及・啓発活動を推進し、医療・介護の連携の必要性も高まっ

ていることから、各事業所・関係機関などと連携して支援していきます。 
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第２節 総合的なケア体制整備 
現在、4か所の高齢者支援センターを設置し、保健、医療、介護および福祉の連携強

化とサービス提供のための環境整備を進めています。 

日常生活圏域は 5 圏域としていますが、北広島団地地区の高齢者支援センターにつ

いては職員の増員による対応とします。 

地域包括ケアシステムの深化・推進に向けては、高齢者支援センターが持つ役割が

より一層重要となることから、その機能を強化・充実していかなければならないと考

えています。 

また、身近な地域での相談窓口として定着しつつある利点を考慮し、苦情処理体制

の充実、行政、民間および市民団体などの関係機関の緊密な連携による支援など、地

域共生社会を見据えた総合的なケア体制の整備に努めます。 

 

 

第３節 介護保険事業の円滑な実施のための体制 
 
１ 相談・苦情処理体制 

介護保険制度における苦情処理の解決の仕組みとして、要介護認定や保険料につい

ての審査請求は、北海道が設置している介護保険審査会が、また介護サービスや介護

サービス事業者に関する苦情および相談は、北海道国民健康保険団体連合会がそれぞ

れ所轄していますが、市民が初めに相談や苦情を寄せるのは、最も身近な行政の窓口

である市であるケースが多いことから、市民の立場に立った対応が求められます。 

そのため、市民からの相談を幅広く受け付け、制度の垣根にとらわれない横断的・

多面的支援を行うよう、高齢者支援課、福祉総合相談室および高齢者支援センターが

中心となって、社会福祉協議会および民生委員児童委員などの関係機関と連携を図り

ながら、市民が利用しやすい相談体制の確立に努めます。 

 

 

２ 市民への情報提供 

市では市民が必要な情報を必要なときに得られるよう、高齢者の保健福祉や介護保

険に関するサービスガイドや介護保険事業報告書などを作成しており、今後も広報紙

やホームページなどを活用し、情報提供に努めます。 
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３ サービスの供給体制 

保険者である市とサービス提供事業者が密接に連携し、市民に対しサービスを適切

かつ総合的に提供する必要があります。 

このため、サービス事業者の確保および介護サービス基盤の整備に努めるとともに、

関係するサービス事業者で組織する「北広島市介護サービス連絡協議会」と連携を図

り、情報交換、課題の検討、サービスの質の向上および適切な介護サービス計画の作

成検討などを行い、市民が必要とするサービスを適切かつ迅速に利用できるよう提供

体制の充実を図ります。 

 

 

第４節 計画の進行管理 
計画の実施にあたっては、保健・福祉以外の部局とも幅広い連携を図り、総合的・

効果的な施策展開を図ります。 

また、関係機関との連携・協力を進めるとともに、広報紙やホームページなどで市

民に周知を図り、市民一人ひとりの理解と協力により、確実な推進を図っていきます。 

さらに、学識経験者、サービス事業者、サービス利用者および公募による市民代表

者などで構成する「北広島市保健福祉計画検討委員会」において、計画の進行状況や

施策の実施状況などを評価・検証し、市としての進行管理を徹底していきます。 

 

 

 



参考資料 

112 

あ 

か 

参考資料 
 
用語解説

 
ＩＡＤＬ 

（→手段的日常生活動作） 

 

アセスメント 

ケアプランの作成時に行われる評価・査定 

 

いきいき百歳体操 

平成 14 年に高知市が考案した重りを使った筋

力向上のための体操です。 

 

ＡＤＬ 

（→日常生活動作） 

 

ＮＰＯ（民間非営利組織） 

ボランティア活動など、営利を目的としない各

種の公益活動や市民活動を行う組織・団体のこ

とをいいます。平成 10 年 12 月に施行された

特定非営利活動促進法により、これらの団体で

法人格（特定非営利活動法人）の取得が可能と

なっています。 

 

 

 

介護医療院 

日常的な医学管理が必要な重度の要介護者の

受入れと看取り・終末期ケアの機能と生活施設

としての機能を備えた平成 30 年度より設置さ

れた介護保険施設です。 

介護給付 

要介護の認定を受けた被保険者に対する保険

給付で、居宅サービス・特定福祉用具の購入費・

住宅改修費・居宅介護支援・施設サービス・高

額介護サービスなどについて保険給付が行わ

れます。 

なお、要支援の認定を受けた被保険者に対して

は、予防給付が行われます。 

 

介護サービス計画（ケアプラン） 

要介護・要支援認定を受けた方が介護サービス

や介護予防サービスを適切に利用できるよう、

本人や家族の希望、生活環境などから判断して、

利用するサービスの種類、内容および担当者を

定めた計画をいいます。依頼により、要介護者

には介護支援専門員(ケアマネジャー)が、要支

援者には地域包括支援センター職員または介

護支援専門員が計画を立てていますが、サービ

スを利用する本人が自分で立てることもでき

ます。この計画には、次の 3 種類の計画があり

ます。 

・居宅サービス計画：要介護の認定を受けた方

を対象とした在宅サービス利用のための介

護サービス計画 

・施設サービス計画：要介護の認定を受けた方

を対象とした施設サービス利用のための介

護サービス計画 

・介護予防サービス計画：要支援の認定を受け

た方を対象とした介護予防サービス利用の

ための介護予防サービス計画 
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介護支援専門員（ケアマネジャー） 

居宅介護支援事業所や介護保険施設などに勤

務しており、介護サービスを受ける方からの相

談に応じ、自宅でのサービスや施設でのサービ

スが適切に受けられるようにサービス事業者

などと連絡調整をする専門職で、認定に必要な

認定調査の実施や、介護サービス計画（ケアプ

ラン）の作成を行います。 

 

介護保険施設 

要介護の認定を受けた方が入所・入院して、介

護サービスを受けられる施設をいいます。 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介

護老人保健施設、介護医療院の 3 施設がありま

す。 

 

介護保険審査会 

介護保険における保険給付や保険料などの処

分に対する不服申立てについて審査する機関

で、各都道府県に設置されています。委員は、

都道府県知事が任命し、被保険者代表、市町村

代表、公益代表の委員で構成されています。 

 

介護予防 

高齢者が要介護状態になることを防ぐ（発生を

予防する）こと、あるいは要介護状態であって

も、状態がそれ以上に悪化しないようにするこ

とをいいます。 

 

介護予防拠点 

地域住民が主体で運営を行う、高齢者が気軽に

通える身近な場所です。 

 

 

 

介護予防ケアマネジメント 

要支援認定を受けた方および基本チェックリ

ストの記入内容が事業対象者と判断できる方

に対して、自立支援を目的として、その心身の

状況、置かれている環境およびその他の状況に

応じて、訪問型サービス、通所型サービスなど

の適切なサービスが包括的かつ効率的に提供

されるよう必要な援助を行う事業です。 

 

介護予防サービス 

要支援の認定を受けた方を対象とした介護予

防を目的として提供されるサービスのことを

いいます。 

 

介護老人福祉施設 

老人福祉法に基づき設置されており、要介護者

に対して、主に入浴・排せつ・食事などの介護

その他の日常生活上の介助、機能訓練、健康管

理および療養上の介助を行う入所施設です。 

 

介護老人保健施設 

心身の状況や病状が安定期にある要介護者に

対して、看護、医学的管理下における介護、機

能訓練その他必要な医療、日常生活上の介助を

行う入所施設です。 

 

基本チェックリスト 

介護予防が必要である高齢者を早期に発見す

るために厚生労働省により作成された質問紙

です。日常生活の様子や身体機能の状態、栄養

状態、外出頻度などを確認する 25 項目の質問

で構成されています。 
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ＱＯＬ 

quality of life（クオリティオブライフ）、「生活

の質や人生の豊かさ」を示す概念 

 

協議体 

多様な団体や人が参画し、情報共有・連携強化

を行う「話し合いの場」のことです。第 1 層協

議体では市内全域、第 2 層協議体では日常生活

圏域を対象エリアとしています。 

 

居宅介護支援事業所 

要介護・要支援認定に必要な認定調査や介護

サービス計画（ケアプラン）の作成などを行う

介護支援専門員（ケアマネジャー）を配置し、

サービスを受けようとする方が適切なサービ

スを利用できるよう、相談に応じ、サービス提

供機関との連絡調整を行います。居宅介護支援

事業所の指定権限は、平成 30 年 4 月より、都

道府県から市町村へ移譲されました。 

 

ケアプラン 

（→介護サービス計画・介護予防サービス計画） 

 

ケアマネジャー 

（→介護支援専門員） 

 

ケアラー 

高齢、障がい、疾病その他の理由により援助を

必要とする家族、友人その他の身近な人に対し、

無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の

援助を提供する人を指します。18 歳未満だと

ヤングケアラーといいます。 

 

 

 

言語聴覚士 

ことばによるコミュニケーションに問題があ

る方に専門的サービスを提供し、自分らしい生

活を構築できるよう支援する専門職です。また、

摂食・嚥下（えんげ）の問題にも専門的に対応

します。ＳＴともいいます。 

 

権利擁護 

自分の権利や援助のニーズを自ら主張できな

い方に代わって、そのニーズや権利を主張し権

利を行使できるように支援を行います。 

 

コーホート変化率法 

各コーホート(同じ年に生まれた人たちのこと。

いわゆる「同世代」の人々の集団)について 、

過去における実績人口の動勢 から「変化率」

を求め、それに基づき将来人口を推計する方法 

 

後期高齢者健診 

後期高齢者医療制度の加入者を対象に、生活習

慣病（高血圧、糖尿病、脂質異常）の早期発見

や重症化の予防、およびＱＯＬ（生活の質）の

確保と介護予防を主な目的として行う健康診

査です。後期高齢者医療広域連合から市町村が

委託を受けて実施します。 

 

高齢者支援センター（地域包括支援センター） 

（→地域包括支援センター） 

 

国民健康保険団体連合会 

昭和 34 年に国民健康保険法が施行された際に

規定され、保険者（市町村など）が共同してそ

の目的を達成するために設立された法人で、国

民健康保険に係る医療費の審査・支払い業務な

どを行っています。介護保険制度でも、市町村
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さ 

から委託を受けて、サービス費の審査・支払い

業務を行っています。 

 

 
在宅医療介護連携コーディネーター 

在宅医療と介護の連携に関する相談に対応し、

入退院等の際の地域の医療関係者と介護関係

者の連携の調整や、患者・利用者又は家族の要

望をふまえ、地域の医療機関や介護事業者の紹

介を地域の実情に応じて実施する職種をいい

ます。 

 

作業療法士 

手足の運動機能障がいや精神に障がいのある

方に対して、その応用的動作能力または社会的

適応能力の回復や自立生活への支援を図る専

門職（国家資格）で、医師の指示の下に作業療

法を行います。ＯＴともいいます。 

 

事業対象者 

「基本チェックリスト」を用い、心身機能の状

況を検証し、要介護・要支援になるリスクが高

いと判定された方です。 

 

指定管理者 

平成 15 年の地方自治法の改正により、導入さ

れた制度で、民間企業が公共施設の管理を行う

ことができるようになりました。指定管理者は、

都道府県や市町村に代わり、民間経営の手法を

活用し、サービスの向上を図りながら公共施設

の管理を行います。 

 

 

 

社会福祉士 

専門的知識および技術をもって、身体上もしく

は精神上の障がいがある方、または環境上の理

由により日常生活を営むのに支障がある方の

福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の

援助を行う専門職（国家資格）のことをいいま

す。 

 

柔道整復師 

スポーツや日常生活の中で生じた、打撲、捻挫、

脱臼および骨折などの各種損傷に対して、外科

手術、薬品の投与などの方法によらずに、応急

的もしくは医療補助的方法により、その回復を

図ることを目的に施術を行う専門職（国家資格）

のことをいいます。 

 

手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ） 

掃除、洗濯、調理、ごみ捨ておよび買い物など

の家事ならびに金銭管理および公共交通の利

用などの生活関連動作のことをいいます。 

 

シルバー人材センター 

高齢者が自主的に運営する公益法人で、60 歳

以上の高齢者に対して、その能力や希望に応じ

て臨時的・短期的な仕事を提供するほか、就業

に必要な知識や技能を身に付けるための講習

を実施しています。 

 

生活習慣病 

食生活や喫煙、飲酒などの生活習慣が病気の発

症や進行に深く関与している病気のことをい

います。がん、心臓病、脳卒中、高血圧、糖尿

病などが含まれます。 
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成年後見制度 

認知症の高齢者や知的障がい者、精神障がい者

など、判断能力が不十分な成年者の財産管理な

どについての契約や遺産分割などの法律行為

を保護し支援する制度です。法定後見制度と任

意後見制度があります。 

 

セルフネグレクト 

自分に関心がなくなり、健康面や社会生活に影

響が出ている状態。 

 

前期高齢者 － 後期高齢者 

高齢者を 65 歳以上とする場合、65 歳以上 75

歳未満を前期高齢者、75 歳以上を後期高齢者

として区分しています。 

 

総合事業 

総合事業（介護保険法では、「介護予防・日常

生活支援総合事業」として定められています）

は、市町村が中心となって、地域の実情に応じ

て、住民などの多様な主体が参画し、多様な

サービスを充実することで、地域の支え合い体

制づくりを推進し、要支援者などの方に対する

効果的かつ効率的な支援などを可能とするこ

とを目指すものです。 

 

ソーシャルワーカー 

福祉や医療などの分野で相談や支援を行う職

業をいいます。 

 

 
第 1 号被保険者 

介護保険制度における被保険者のうち、市町村

または特別区の区域内に住所を有する 65 歳以

上の住民のことをいいます。 

 

第 2 号被保険者 

介護保険制度における被保険者のうち、市町村

または特別区の区域内に住所を有する 40 歳以

上 65 歳未満の医療保険加入者のことをいいま

す。 

 

多職種連携 

質の高いケアを提供するために、医療・介護・

行政・地域などの異なった職種や関係者の方た

ちが連携して、目的に向けて働くことをいいま

す。 

 

団塊ジュニア世代 

1971 年から 1974 年に生まれた団塊の世代の 

子どもたちを指します。第二次ベビーブーム世 

代とも呼ばれています。2040 年にはすべての 

団塊ジュニアの世代が 65 歳となり、他の世代 

と比較してその人口規模が大きいことから、年 

金や保険、医療費などさまざまな分野に影響が 

出るものと考えられています。 

 

団塊の世代 

戦後の第一次ベビーブーム期（1947 年から

1949 年頃）に生まれ、日本の高度成長期と共

に育った世代。2025 年には、すべての団塊の

世代が 75 歳以上の後期高齢者となり、他の世

代と比較してその人口規模が大きいことから、

年金や保険、医療費などさまざまな分野に影響

が出るものと考えられています。 

 

地域医療構想 

必要とされるであろう病床数を医療機能ごと

に推計した上で、各地域に設置される地域医療
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構想調整会議を通じて病床数の調整方針を定

め、効率的な医療提供体制を目指す一連の取り

組み。 

 

地域共生社会 

高齢者介護、障害福祉、児童福祉、生活困窮者

支援などの制度・分野の枠や、「支える側」と

「支えられる側」という従来の関係を超えて、

人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生

きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らして

いくことのできる包摂的な社会をいう。 

 

地域ケア会議 

介護予防および生活支援の観点から、効果的な

予防サービスの総合的な調整と地域ケアの

ネットワーク化を図ることを目的として、保

健・福祉・医療・ボランティアなどの関係機関

で構成されている会議です。 

 

地域支援事業 

平成 18 年度に介護予防などを目的として創設

され、介護予防・生活支援サービス事業一般介

護予防事業、包括的支援事業、任意事業の 3 つ

から構成されています。 

 

地域包括ケアシステム 

要介護状態となっても住み慣れた日常生活の

場（日常生活圏域）で自分らしい暮らしを人生

の最後まで続けることができるよう、住まい・

医療・介護・予防・生活支援が一体的で適切に

提供できるような地域での体制をいいます。 

 

地域包括支援センター（高齢者支援センター） 

地域支援事業の中核を担う施設で、保健師、社

会福祉士、主任介護支援専門員が配置され、包

括的支援事業のほか、要支援者を対象とする予

防給付のケアプラン作成を行います。 

北広島市では、呼称を「高齢者支援センター」

としています。 

 

地域密着型サービス 

介護状態になっても可能な限り住み慣れた地

域で生活を継続できるよう、平成 18 年度に創

設されたサービスのことをいいます。小規模多

機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）、認知症対応型通所介護な

どの種類があり、市町村が事業者の指定や指導

監督を行います。 

 

中等度難聴 

日常会話に支障が出るレベルの難聴のことを

いいます。 

 

電子申請・届出システム 

厚生労働省が構築した介護事業所のオンライ

ンによる指定申請等が可能なシステムです。 

 

特定健診 

高血圧や糖尿病、脳卒中、心筋梗塞などの生活

習慣病を予防する目的で、40～74 歳までの医

療保険加入者を対象として、導入された健康診

断ならびに保健指導の制度です。平成 18 年の

健康保険法の改正に伴って、平成 20 年から開

始されました。正式には「特定健康診査・特定

保健指導」といいます。 

 

 
2030 アジェンダ 

2015 年 9 月の国連サミットで採択されたもの
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で、持続可能で多様性と芳摂性のある社会を実

現するために、2030 年までに達成すべき 17 の

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を定めたもの。 

 

日常生活圏域 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できる

よう支援するための環境整備を図るひとつの

区域で、市町村が地理的条件などを勘案して設

定するものです。 

北広島市では 5 つの圏域を設定しています。 

 

日常生活動作（ＡＤＬ） 

人が毎日の生活を送るうえで必要な、食事、排

せつ、睡眠などの基本的な身体動作や移動動作

のことをいいます。 

 

 
被保険者 

年金、健康保険などの加入者（対象者）のこと

をいいます。保険の給付を受ける権利（受給権）

を有し、保険料の負担義務を負います。介護保

険法では 65 歳以上の「第 1 号被保険者」と、

40 歳以上 65 歳未満の「第 2 号被保険者」があ

ります。 

 

ＰＤＣＡサイクル 

業務の質を継続的に改善、向上していく方法の

ひとつで、計画をたて(Plan)、実行し(Do)、そ

の評価(Check)にもとづいて改善(Action)を行

う、という工程を継続的に繰り返す仕組み(考

え方)のことをいいます。 

 

 

 

フレイル 

健康な状態から要介護へ移行する中間の段階

で、筋力の低下や認知機能の低下、閉じこもり

がちになり社会との接触がなくなるなど、心身

の全般的な衰えのことです。しかし、生活の改

善により健康にもどることが可能な状態です。 

 

保健福祉事業 

第 1 号保険料を財源に市町村が実施できる事

業。主に要介護状態を予防する事業、介護の支

援事業、貸付事業があります。 

 

 
マイエンディングノート 

人生の終末期に迎える死に備えて自身の希望

を書き留めておくノート。 

 

民間非営利組織 

（→ＮＰＯ） 

 

 
ユニバーサルデザイン 

障がいの有無、年齢、性別、人種などに関わら

ず、多様な方が快適に利用できるデザイン。「だ

れにでも公平に利用できる」「使ううえで柔軟

性に富む」「使い方が簡単でわかりやすい」「必

要な情報がすぐに理解できる」「単純なミスが

危険につながらない」「身体的な負担が少ない」

「接近して使える寸法や空間になっている」の

7 つの原則が定められています。 
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養介護施設 

老人福祉法に規定される老人福祉施設、有料老

人ホーム、介護保険法に規定される介護老人福

祉施設（地域密着型を含む）、介護老人保健施

設、介護療養型医療施設、介護医療院、地域包

括支援センターをいいます。 

 

要介護者 

要介護状態にある 65 歳以上の方、要介護状態

にある 40 歳以上 65 歳未満の方のうち、その

原因が特定疾病による方をいいます（要介護 1

～5 と判定された方をいいます）。 

 

要介護度 

介護の必要度で分けた 7 つの段階（要支援 1～

2、要介護 1～5）で、介護認定審査会で判定さ

れます。この段階ごとに、受けられるサービス

の種類や支給される限度額が決まります。 

 

要介護認定 

介護保険制度において、介護保険サービスによ

る支援が必要かを判断するため、利用者が要介

護状態や要支援状態にあるかどうか、その中で

どの程度かの判定を行うのが要介護認定（要支

援認定を含む。以下同じ）です。 

保険者である市町村に設置される介護認定審

査会において判定されますが、要介護認定の結

果は介護サービスの給付額に結びつくことか

ら、その基準については全国一律に客観的に定

められています。 

 

養護者 

高齢者を現に養護する者であって、養介護施設

従事者等以外のものを指します。 

 

要支援者 

要介護状態となるおそれがある 65 歳以上の方、

要介護状態となるおそれがある 40 歳以上 65

歳未満の方のうち、その原因が特定疾病による

方をいいます（要支援 1～2 と判定された方を

いいます）。 

 

 
理学療養士（ＰＴ） 

理学療法とは、身体に障がいのある方に対して、

主としてその基本動作の回復を図るために行

われる治療体操、その他の運動、電気刺激の

マッサージ、温熱などの物理手段を用いて行う

もので、医師の指示の下に理学療法を行う専門

職（国家資格）のことをいいます。ＰＴともい

います。 

 

リハビリテーション 

疾病や障がいによって失った生活機能の回復

を図るため、機能障がい、能力障がい、社会的

不利への治療プログラムによって人間的復権

をめざす専門的技術および体系のことをいい

ます。 
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北広島市保健福祉計画検討委員会 委員名簿 
 

区 分 委員名 所属(団体名) 役 職 

福祉関係 
川島 光行 北広島市社会福祉協議会 会長 

村 幸子 北広島市民生委員児童委員連絡協議会 副会長 

保健医療関係 

對馬 伸泰 一般社団法人 北広島医師会 会長 

野村 直弘 一般社団法人 北広島医師会 副会長 

中島 康晴 北広島市歯科医師会 会長 

綿谷 ゆみ子 医療法人 風のすずらん会 
北広島メンタルクリニック 課長 

齊藤 光枝 一般社団法人北海道総合在宅ケア事業団 所長 

自治団体 小池 隆史 北広島市自治連合会 会長 

福祉サービス関係 

小嶋 丈典 社会福祉法人 北ひろしま福祉会 理事・施設長 

三瓶 徹 社会福祉法人 北海長正会 理事長 

若狹 聡美 社会福祉法人 北海長正会 
障害者生活支援センターみらい 施設長 

三木 千晶 社会福祉法人 札幌厚生会 
北広島市高齢者総合ケアセンター聖芳園 施設長 

島谷 清張 北広島市介護サービス連絡協議会 事務局長 

鳥居 敏光 社会福祉法人 北海道リハビリー 法人本部  
事務局次長 

学識経験者 

小早川 俊哉 星槎道都大学 副学長・社会福
祉学部長 

櫻井 美帆子 星槎道都大学 社会福祉学科 
准教授 

西野 克俊 星槎道都大学 社会福祉学科 
専任講師 

福祉関係団体等 

大西 登志子 北広島市ボランティアセンター 委員 

白崎 秀年 公益社団法人 
北広島市シルバー人材センター 副理事長 

加藤 裕子 北広島市しょうがい児者を持つ親の会 会長 

自立支援協議会 森 正人 北広島市立西の里小学校 教諭 

公募委員 

小原 十四夫 一般公募  

伊藤 貢 一般公募  

 近藤 里枝 一般公募  

（敬称略） 
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北広島市保健福祉計画検討委員会 高齢福祉部会 委員名簿 
 

氏 名 所属（団体名） 区 分 

伊藤 貢 一般公募 公募 

齊藤 光枝 一般社団法人北海道総合在宅ケア事業団 保健医療 

櫻井 美帆子 星槎道都大学 学識経験者 

三瓶 徹 社会福祉法人 北海長正会 
北広島リハビセンター特養部四恩園 福祉サービス 

白崎 秀年 北広島市シルバー人材センター 福祉関係団体 

對馬 伸泰 医療法人社団 翔仁会 輪厚三愛病院 
（北広島医師会） 保健医療 

島谷 清張 北広島市介護サービス連絡協議会 福祉サービス 

三木 千晶 社会福祉法人 札幌厚生会 
北広島市高齢者総合ケアセンター聖芳園 福祉サービス 

（敬称略） 
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北広島市保健福祉計画検討委員会 審議経過等 
 
１ 北広島市保健福祉計画検討委員会 

第 1 回 令和 5 年 8 月 1 日(火) 

 ① 会議および会議録の公開について 

 ② 専門部会の設置について 

 ③ 専門部会委員の指名について 

 ④ 保健福祉に係る諸計画等について 

 ⑤ 保健福祉計画検討委員会について 

 ⑥ 今後のスケジュールについて 

第 2 回 令和５年 11 月 27 日(月) 

 ① 保健福祉諸計画の素案について 

第 3 回 令和 6 年 2 月 5 日(月) 

 ① 保健福祉諸計画の案について 

 

２ 北広島市保健福祉計画検討委員会 高齢福祉部会 

第 1 回 令和 5 年 8 月 1 日(火) 

 ① 高齢者保健福祉計画・第 9 期介護保険事業計画について 

 ② 介護保険事業に関連する法改正の概要について 

 ③ 計画策定及び検討委員会のスケジュールについて 

 ④ 日常生活圏域ニーズ調査について 

 ⑤ 在宅介護実態調査について 

 ⑥ 施設等整備に係る意向調査について 

第 2 回 令和 5 年 10 月 3 日(火) 

 ① 第 8 期介護保険事業計画の評価と課題について 

 ② 在宅介護実態調査結果について 

 ③ サービス提供事業者調査結果について 

 ④ 第 9 期介護保険事業計画策定に向けて 

第 3 回 令和 5 年 11 月 1 日(水) 

 ① 人口、被保険者及び要支援・要介護認定者の推計について 

 ② 各事業の目標値（推計値）について 

 ③ 介護保険料の推計について 

第 4 回 令和 5 年 11 月 22 日(水) 

 ① 計画書素案について 
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３ 市民意見募集の実施状況 

 

実施期間  令和 5 年 12 月 20 日(水)～令和 6 年 1 月 19 日(金) 

 

実施方法  広報「北広島」1 月 1 日号および市のホームページに掲載し、直接持参、郵便、ファック

ス、電子メールで受け付けをします。 

 

閲覧場所  市役所福祉課および各出張所、北広島団地住民センター、エルフィンパーク、中央公民館、

北広島市図書館、大曲ふれあい学習センター（夢プラザ） 

 

募集結果  0 件 

 

結果公表  ホームページ等で公表 
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北広島市保健福祉計画検討委員会設置条例 
 

   ○北広島市保健福祉計画検討委員会設置条例 

平成 21 年 9 月 25 日 

条例第 20 号 

改正 平成 23 年 8 月 5 日条例第 17 号 

   平成 25 年 3 月 25 日条例第 28 号 

   平成 26 年 6 月 27 日条例第 29 号 

   平成 29 年 3 月 21 日条例第 6 号 

 (設置) 

第 1 条 市が策定する保健福祉に係る計画に関し総合的な検討を行うため、北広島市保健福祉計画検

討委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

 (定義) 

第 2 条 この条例において、「計画」とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条の規定に基づく地域福祉計画 

(2) 老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 20 条の 8 第 1 項の規定に基づく老人福祉計画 

(3) 介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)第 117 条第 1 項の規定に基づく介護保険事業計画 

(4) 障害者基本法(昭和 45 年法律第 84 号)第 11 条第 3 項の規定に基づく障害者計画 

(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17 年法律第 123 号)第 88

条第 1 項の規定に基づく障害福祉計画 

(6) 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 33 条の 20 第 1 項の規定に基づく障害児福祉計画 

(7) 健康増進法(平成 14 年法律第 103 号)第 8 条第 2 項の規定に基づく健康増進計画 

(平 29 条例 6・一部改正) 

 (所掌事務) 

第 3 条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 計画の策定及び変更に関すること。 

(2) 計画の進行管理に関すること。 

(3) その他計画の策定に関すること。 

 (組織) 

第 4 条 委員会は、委員 24 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 自治会、町内会又はこれらの連合団体の代表者 

(3) 公募に応募した者 
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(4) その他市長が必要と認めた者 

3 委員の任期は、3 年とする。ただし、再任を妨げない。 

4 委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 (委員長及及び副委員長) 

第 5 条 委員会に委員長及び副委員長 1 人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

 (議事) 

第 6 条 委員会は、委員長が招集する。 

2 委員長は、委員会の会議の議長となる。 

3 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

4 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

5 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見を聴

くことができる。 

 (専門部会) 

第 7 条 委員会は、専門的な事項を調査及び検討するため必要があるときは、専門部会(以下「部会」

という。)を置くことができる。 

2 部会は、委員長の指名する委員をもって組織する。 

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選によりこれを定める。 

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

5 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、当該部会に属する委員のうちから部会長が

あらかじめ指名する者がその職務を代理する。 

6 部会長は、当該部会における調査及び検討の経過及び結果について、委員会に報告しなければなら

ない。 

7 前条第 1 項から第 4 項までの規定は、部会について準用する。 

8 前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が委員長の同意を得て定める。 

 (委任) 

第 8 条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の際現に設置されている北広島市保健福祉施策懇談会(以下「既設懇談会」という。)

の委員の職にある者は、この条例の規定に基づき設置された北広島市保健福祉計画検討委員会の委員
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とみなし、その任期は、既設懇談会の委員となった日から起算する。 

   附 則(平成 23 年条例第 17 号) 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則(平成 25 年条例第 28 号) 

 この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則(平成 26 年条例第 29 号) 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成 26 年 7 月 1 日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の日の前日において北広島市保健福祉計画検討委員会の委員である者の任期は、改

正前の北広島市保健福祉計画検討委員会設置条例の規定にかかわらず、その日に満了する。 

   附 則(平成 29 年条例第 6 号) 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の日から平成 30 年 3 月 31 日までの間における改正後の第 2 条第 6 号の規定の適

用については、同号中「児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 33 条の 20 第 1 項」とあるのは、「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律

(平成 28 年法律第 65 号)第 2 条の規定による改正後の児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 33 条

の 20 第 1 項」とする。 
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北広島市保健福祉に係る諸計画策定委員会設置規程 
 

   ○北広島市保健福祉に係る諸計画策定委員会設置規程 

平成 20 年 5 月 1 日 

訓令第 10 号 

 (設置) 

第 1 条 市の保健福祉に係る諸計画(以下「計画」という。)の策定に当たり、総合的な検討及び 

調整を図るため、北広島市保健福祉に係る諸計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

 (所掌事務) 

第 2 条 委員会は、計画の案の策定に関する事務を所掌する。 

 (組織) 

第 3 条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

2 委員長は、副市長をもって充てる。 

3 副委員長は、保健福祉部長をもって充てる。 

4 委員は、職員のうちから市長が任命する。 

 (委員長及び副委員長) 

第 4 条 委員長は、委員会を統括し、委員会の会議(以下「会議」という。)の議長となる。 

2 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

 (会議) 

第 5 条 会議は、必要に応じ、委員長が招集する。 

2 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求めることができる。 

 (庶務) 

第 6 条 委員会の庶務は、保健福祉部福祉課において行う。 

 (委任) 

第 7 条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成 20 年 5 月 1 日から施行する。 

 


